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はじめに
　わが国の非営利法人⑴に対しては，法人の形態ごとに主務官庁等により設定
された種々の会計基準が適用されている。このため，同じ取引でも異なる会計
処理が行われ，非営利会計に関する理解可能性や比較可能性，さらに有用性や
表現の忠実性に重大な問題が生じている。非営利会計基準間の相違に加えて，
営利企業に適用される企業会計基準との違いも検討課題となる。私立大学を運
営する学校法人，国立大学を運営する国立大学法人，国家試験受験予備校を経
営する株式会社は，高度の教育事業を行うことに変わりはないが，それぞれの
会計基準の適用による会計情報は大きく異なるものとなっている。
　また，学校法人について，２つの会計基準が適用される状況にある。一定の
要件を満たす学校債を発行する学校法人は金融商品取引法の適用により，株式
会社に適用される企業会計基準に準拠した会計情報の開示が義務づけられる。
１つの学校法人が，学校法人会計基準（昭和46年文部省令第18号）と有価証券
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⑴　本稿では，法律により法人格が認められた非営利法人を対象とする。非営利組織（体）という用
語も一般に用いられているが，この場合，法人格をもたない組織も含まれることになる。なお，独
立行政法人および国立大学法人は，行政の実施部門（企画は主務官庁）を法人化したもので民間の
非営利法人と異なるが，非営利という観点から本稿における検討対象とする。
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発行学校法人の財務諸表の用語，様式及び作成方法に関する規則（平成22年文
部科学省令第36号）に基づく２種類の会計情報を提供することになる⑵。また，
医療法人制度改革によって制度設計された救急医療等確保事業を担う社会医療
法人についても，社会医療法人債を発行する場合，医療法人会計基準が存在し
ない状況下で，病院会計準則の適用に加えて，社会医療法人債を発行する社会
医療法人の財務諸表の用語，様式及び作成方法に関する規則（平成19年厚生労
働省令第38号）による会計情報が求められる。
　さらに，１つの非営利法人に，本来，異なる法人形態に適用されるべき２つ
の会計基準が適用されるという事態が生じている。認定こども園である幼保連
携施設を構成する幼稚園を設置する社会福祉法人に対し，社会福祉法人会計基
準，および私立学校振興助成法に基づく補助金を交付されることにより求めら
れる学校法人会計基準による二重の会計処理が求められた。これについて，幼
保連携施設を構成する幼稚園を設置する社会福祉法人は，一般に公正妥当と認
められる社会福祉法人会計の基準に従って会計処理を行い，計算書類を作成す
るのみでよいものとされ学校法人会計基準の適用は不要とされた（2010（平成
22）年　学校法人会計基準改正第39条）。この他にも，2000（平成12）年から
今日に続く，社会福祉法人に適用される会計基準を巡る混乱がある。これは，
厚生労働省内部における立割行政による業種別の会計基準（指針）の適用と，
さらに，会計基準に対する本質的理解の欠如から引き起こされたものといえ
る。（これについては後述する。）
　非営利会計基準が統合されればこのような問題は基本的に解消されるものと
考えられる。非営利会計については，これまでに数多くの文献で問題点が指摘
され検討されてきているが，本稿の視点は次の２つである。１つは，非営利会
─────────────────
⑵　学校法人の業績指標として，消費収支差額のほかに帰属収支差額が一般化しており（「週刊　東
洋経済」における大学四季報の経営指標），この財務諸表規則は，帰属収支差額を当年度純損益と
するものである。［稲垣2001，13頁］は，帰属収支差額を当期純利益とする。
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計の統合という視点から，会計目的，財務諸表の体系，固定資産の処理といっ
た個々のテーマ（論点）について，各非会計領域を横断的に比較検討するもの
である。もう１つは，企業会計の視点⑶である。非営利会計の問題は，ともす
ると非営利会計の枠内での議論に止まる傾向があるように思われる。非営利で
あれ営利であれ，同質の経済活動に対しては同じ会計処理が行われて問題はな
いと考えられる。本稿では，非営利会計の問題点を整理し，非営利会計の混迷
の実態が明らかにすることしたい。
Ⅰ　非営利会計基準の現状
Ⅰ－１　概要
　本稿でとりあげる非営利法人は，公益社団・財団法人，NPO法人，学校法人，
社会福祉法人，独立行政法人および国立大学法人とする。各非営利法人の主務
官庁，適用される会計基準，および会計基準設定機関は図表１のとおりとな
る⑷⑸。なお，主に適用される会計基準の類似性という観点から，公益財団・
社団法人とNPO法人，学校法人と社会福祉法人，独立行政法人と国立大学法
人を，それぞれ１つのグループとして取り扱う。
─────────────────
⑶　例えば，学校法人会計の資金収支計算書について，従来は非営利会計の収支計算書という観点か
らの議論であったが，これを企業会計のキャッシュ・フロー計算書との比較という観点から検討す
ることが上げられる。［日本公認会計士協会2009］を参照。
図表１　非営利法人の主務官庁，会計基準および会計基準設定機関
非営利法人 主務官庁 会計基準 会計基準設定機関
公益社団・財団法人 内閣府 公益法人会計基準 内閣府公益認定等委員会
特定非営利活動法人
（NPO法人）
地方自治体の担当課 NPO法人会計基準 NPO法人会計基準協議会
学校法人 文部科学省 学校法人会計基準 文部科学省
社会福祉法人 厚生労働省 社会福祉法人会計基準 厚生労働省
独立行政法人 内閣府・各省 独立行政法人会計基準 総務省
国立大学法人 文部科学省 国立大学法人会計基準 文部科学省
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Ⅰ－２　公益法人会計基準およびNPO法人会計基準
　公益法人会計基準は，1977（昭和52）年に設定され，1985（昭和60年）に一
部改正された。これらの公益法人会計基準では，収支計算書が財務諸表の１つ
とされ，一部の資産・負債取引について１取引２仕訳処理⑹が行われた。その
後2004（平成16）年に抜本的な改正が行われ，収支計算書を外部報告の財務諸
表から除くことで，１取引２仕訳処理は不要となり，企業会計で用いられてい
る方式により正味財産増減計算書と貸借対照表を作成することとなった。
　この平成16年基準⑺は，「公益法人等の指導監督等に関する関係省庁連絡会
議申合せ」という形で公表された。その後，公益法人制度改革関連３法の施行
に伴って2008（平成20）年に改訂され，会計基準の設定機関は公益認定等委員
─────────────────
⑷　このほか，宗教法人に適用される宗教法人会計基準があるが，これは，日本公認会計士協会によ
り発表されたものでその適用は任意とされており，本稿では対象としない。また，医療法人につい
ては医療法人会計基準は設定されていない。開設主体（医療法人，学校法人，公益財団法人等）に
かかわらず病院という施設に対する会計基準として病院会計準則（厚生労働省医政局）がある。
⑸　なお，一般社団・財団法人については，準則主義による登記により設立され，指導・監督にあた
る主務官庁はない。また，適用される会計基準については，「一般に公正妥当と認められれる会計
の基準その他の会計の慣行による（一般社団・財団法人法施行規則第21条）こととされており，本
稿では対象外とする。
⑹　１取引２仕訳は，収支を伴う非資金資産と非資金負債取引について，企業会計で行われている発
生基準による処理に加えて，収支計算書作成のための現金基準による処理を行う手続である。いま，
固定資産100を現金で購入したとする。次の仕訳が行われる。
　　　（借）固定資産　　　　　100　（貸）現　　金　　100
　この処理に次の収支の仕訳を加え収支計算書を作成することから「１取引２仕訳」となる。
　　　（借）固定資産購入支出　100　（貸）○ ○ ○　　100
　　この貸方の勘定科目（○○○）については，固定資産増加高（旧公益法人会計基準），運用財産
基金（社会福祉法人の旧経理規定準則），固定資産等見返正味財産（労働組合会計基準）といった
科目名が用いられる。
　　他方，借入れ（200）の処理は次のようになる。
　　　（借）現　　金　　　　　200　（貸）借 入 金　　200
　　　（借）× × ×　　　　　200　（貸）借入れ収入　200
　　固定資産購入支出や借入れ収入といった収支科目によって収支計算書が作成される。他方，○○
○勘定や×××勘定によって，正味財産増減計算書（昭和60年公益法人会計基準）が作成されるが，
これはストック式とされた。
⑺　平成16年公益法人会計基準については，〔加古編著2005〕，〔加古2005a〕，〔加古2005b〕〔長谷川
2003〕，〔服部他2002〕，〔服部他2003〕等を参照されたい。
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会となった。この改訂は，公益認定等委員会事務局の説明［松前2008，81頁］
によれば，平成16年基準の基本的な枠組を維持しつつ，新制度に対応した表示
等を補完できる基準となるように，外部の有識者による見直しを行ったものと
される。そして，「移行認定・認可等の申請書類の様式，移行後の報告書類の
様式，収支予算書など，どの書類をみても本会計基準及び運用指針に従って，
財務諸表を作成した場合には，その数値をおおよそ転記することで，法令に
則った書類を作成するという利便性がある。また，移行後の法人の予算管理に
おいても，運用指針に示した収支予算書を利用し，引き続き認定基準を満たし
ているか等の管理も可能となることも本会計基準及び運用指針を推奨する理由
である。」［松前2008，85頁］
　この点について，会計サイドからの一般的な理解（たとえば，［岡村2011，
25頁］）は，「内閣府公益認定等委員会」が設定機関となったことから，「2008
年会計基準は公益認定のために必要な財務諸表を作成するための基準という性
格だけでなく，認定後の新公益法人を事後的に監督するための基準という性格
を併せ持っていることを示している。したがって，2008年会計基準は，新公益
法人について情報公開目的のほかに，公益認定・監督目的の基準という性格を
も有しているといえる。」
　かって，会社法施行前の旧商法の時代に，商法が配当可能利益の計算を目的
とするからといって，会計基準は全面的に商法の計算目的を受け入れたわけで
はない。現在，会社法は会計規律について全面的に会計基準に委ね，自らは剰
余金の分配等に係る規律を設けることで，明確に会計基準の自立性を認めてい
る。この点で，平成20年公益法人会計基準は，会計基準としての自立性を喪失
したのではないかと危惧される。内閣府（公益認定等委員会）の理解は，まず，
公益法人制度改革関連３法があり，その下に施行規則があり，さらにその下に
会計基準があるとの位置づけのように思われる⑻。
　1995（平成７）年の阪神・淡路大震災におけるボランティア活動の高まりを
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背景に，1998（平成10）年に特定非営利活動促進法が成立し，特定非営利活動
法人（以下NPO法人とする）が認められることとなった。1999（平成11）年に，
経済企画庁国民生活局（当時）から「NPO法人会計の手引き」が公表された。
この手引きは，すでに昭和60年公益法人会計基準が実施されていたにもかかわ
らず，何故か昭和52年公益法人会計基準の考え方⑼を採用するものであった。
この手引きは，非常に難解なものであり，「わかりやすい会計報告」という
NPO会計の基本的な考え方に合致しないこと，特に１取引２仕訳といった複
雑な会計処理は受け入れがたいこと，「手引き」の方法が必ずしも浸透してい
るとは言えない，といった理由（NPO法人会計基準，議論の経緯と結論の背景，
９項）から，新しいNPO法人会計基準の設定が模索された。2009（平成21）
年３月に全国の18の NPO支援組織が呼びかけ人となり，NPO法人会計基準
協議会が発足し，インターネットによる公開された議論等を通じて2010（平成
22）年７月に「NPO法人会計基準」が公表された。このような官主導によら
ない純粋に民間の団体による自発的活動による会計基準の設定は，これまで例
を見ないものである。このNPO法人会計基準は，平成16年公益法人会計基準
を基礎として，その簡略化を図ったものとして位置づけることができる⑽。
Ⅰ－３　学校法人会計基準・社会福祉法人会計基準
　学校法人会計基準は1971（昭和46）年に設定された。昭和40年代，昭和23年
生まれを頂点とする団塊の世代が大学進学の年齢に達し，また大学への進学率
─────────────────
⑻　内閣府公益認定等委員会のホームページでは，法令・ガイドライン等のサイトで，法律，政令，
府省令の次に，その他がありそこに公益法人会計基準が示されている。会計基準が法令とは独立し
たものとの理解は見られない。
⑼　昭和52年の基準は，収支計算書にストック式の正味財産増減の部を設けるもので，昭和60年改正
では，ストック式の正味財産増減の部を独立の正味財産増減計算書とした。
⑽　NPO法人会計基準については，［江田2011］を参照。なお，NPO法人会計基準は，特定非営利
活動促進法（2012年４月１日より施行）の改正に対応するものとして，2011（平成23）年11月20に
一部（キャピタル・リース物件の資産計上等）改正された。
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が上昇する中で，私立大学は拡大のための資金を必要としていた。学費の値上
げは最も身近な資金調達手段であったが，それは，学費値上げ反対の激しい学
生運動を引き起こすこととなる。消費収支計算（損益計算）で消費収入超過額
（利益）を計上しながら学費値上げというわけにはいかない。将来の校舎等の
固定資産の取得に対し，当該金額を前もって帰属収入（収益）から控除する処
理（いわゆる第２号基本金の先行組入）によって，消費収支計算を赤字とする
ことができる。すなわち，第２号基本金組入額を操作することで業績を赤字と
することができた⑾。この第２号基本金組入については，1987（昭和62）年に
改正され（第30条第２項），一定の要件（①正規の決議機関による組入決議，
②将来取得する固定資産の明確化，③固定資産の取得予定額，毎年の積立計画
の明確化，④所用見込額総額および毎年の組入計画の明確化）を満たすことが
必要となった。
　学校法人会計基準については，この基本金の処理だけでなく，資金収支計算
書の意義等について様々の問題が指摘されてきた。2005（平成17）年に，基本
金の取崩緩和に関する改正が行われたが，抜本的な見直しは行われていない。
　社会福祉法人に対しては，当初，1976（昭和51）年に設定された「社会福祉
施設を経営する社会福祉法人の経理規程準則」が適用されていた。その後，
2000（平成12）年４月１日からスタートした介護保険制度により，社会福祉は
それまでの事業者・提供者中心の福祉から利用者中心の視点への転換，すなわ
ち措置から契約への転換がなされた。このため，2000（平成12）年２月に「社
会福祉法人会計基準」（社援第310号）が設定された。ところが，同年３月には，
社会福祉法人，NPO法人，消費生活協同組合，農業協同組合，会社法上の会
社などが設置主体となることができる「介護保険事業の施設・事業所」に対し
─────────────────
⑾　第２号基本金組入についての表向きの説明は，ある年度に多額の固定資産取得のための支出があ
ると，当該期間の消費収入が極端に減少することとなるため，この基本金組入を予め計上すること
で平準化を図ることができる，というものである。
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て事業の状況を把握するため，「指定介護老人福祉施設等会計処理等取扱指導
指針」（老計第８号）が通知されたが，この指導指針は，病院会計準則のよう
な「施設会計基準」と考えられるものである。指定介護老人福祉施設を運営す
る社会福祉法人にとって，［沼中2003，120頁］によれば，「どちらの基準によ
るべきなのか疑問を抱き，混乱を招いた。縦割行政の弊害があらわれた一例で
ある。⑿」
図表２　新社会福祉法人会計基準の適用（適用範囲の一元化）
●現行基準
事　　業 原則 運用実態
??
??
??
??
??
?
障害者福祉関係施設
（授産施設，就労支援事業を除く）
保育所
その他児童福祉施設
保護施設
???????????????????
社会福祉法人会計基準による
（措置施設（保育所）のみを運営している法人
は，当分の間，「経理規程準則」によることが
できる）
養護老人ホーム
経費老人ホーム
社会福祉法人会計基準による
（指定特定施設の場合は，指導指針が望まし
い）
特養等介護保険施設 指導指針が望ましい
（会計基準によることができる）
就労支援事業 就労支援会計処理基準による
授産施設 授産施設会計基準による
重症心身障害児施設 病院会計準則による
訪問看護ステーション 訪問看護会計・経理準則による
介護老人保健施設 介護老人保健施設会計・経理準則による
病院・診療所 病院会計準則による
公益事業 社会福祉法人会計基準に準じて行うことが可
収益事業 一般に公正妥当と認められる企業会計の基準を適用
─────────────────
⑿　「『社会福祉法人会計基準』及び『指定介護老人福祉施設等会計処理等取扱指導指針』等の当面の
運用について」（社援施第49号・老計第55号通知）は，事務負担の軽減を図り当面の決算事務の混
乱回避のため，当面の特別措置として，指導指針に基づいて作成された計算書類は，会計基準の運
用の一形態とみなし，社会福祉法により要請される計算書類に代えることができるとした。指導指
針による計算書類を作成すれば，会計基準による計算書類の作成を省略できる。逆に，会計基準に
よる計算書類を作成すれば，指導指針による計算書類を作成しなくてもよい，とされた。
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　この指導指針の他にも
様々な会計基準が存在し，
複数の事業を運営する場
合，各事業形態ごとに会計
基準を適用するという問題
が生じた。このため，社会
福祉法人の会計基準一元化
を図るために，2011（平成
23）年７月に新社会福祉法
人会計基準が公表され
（「社会福祉法人の新会計基
準について」H23.7　厚生
労働省雇用均等・児童家庭
局，社会・援護局，障害保
健福祉部，老健局），従来
の会計基準等の適用と新社会福祉法人会計基準の適用は図表２のように整理さ
れた⒀。
Ⅰ－４　独立行政法人会計基準・国立大学法人会計基準
　独立行政法人会計基準は，2001（平成13）年４月の独立行政法人の設立に先
立ち2000（平成12）年２月に設定され，国立大学法人会計基準は，2004（平成
16）年４月の国立大学の法人化に対応すべく2003（平成15）年３月に設定され
─────────────────
⒀　現行基準は，社会福祉事業ごとに様々な会計基準（および経理準則，指導指針等）が適用される。
企業会計において，業種（金融業，製造業，流通業等）ごとに会計基準を設定することは考えられ
ない。全ての社会福祉事業に社会福祉法人会計基準を適用することは当然のことと考えられる。し
かし，社会福祉法人会計基準そのものが，妥当なものかという本質的な問題（社会福祉法人会計基
準における基本金の処理や資金収支計算書の意味等）は残されたままである。
●新基準
事　　業 適用範囲
??
??
??
??
??
?
障害者福祉関係施設
保育所
その他児童福祉施設
保護施設
全ての社会福祉法人に
新基準を適用する
養護老人ホーム
軽費老人ホーム
特養等介護保険施設
就労支援事業
授産施設
重度心身障害児施設
訪問看護ステーション
介護老人保健施設
病院・診療所
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た。両基準の内容の大部分が重複しており，１つ基準にまとめても問題はない
と思われる。
　まず，独立行政法人会計基準は，「独立行政法人の会計は，原則として企業
会計原則によるものとする」（独立行政法人通則法第37条）が，独立行政法人
は制度の前提や財政構造等が営利企業と異なるため，企業会計原則の考え方に
次の修正が行われる（独立行政法人会計基準の設定について　３）。
　① 独立行政法人は公共的な性格を有し，利益の獲得を目的とせず，独立採算
制を前提としないこと
　② 独立行政法人は政策の実施主体であり，政策の企画立案の主体としての国
と密接不可分の関係にあることから独立行政法人の判断では意思決定が完
結し得ない場合が存すること
　③ 独立行政法人には，毎事業年度における損益計算上の利益（剰余金）の獲
得を目的として出資する資本主を制度上予定しないこと
　④ 独立行政法人に対する動機付けの要請と財政上の調整を図る必要があるこ
と
　なお，国立大学法人会計基準の設定において考慮された点として，「学生納
付金や附属病院収入等の固有かつ多額の収入を有すること」（同第３項）が示
されている。
　以下，独立行政法人会計基準（および国立大学法人会計基準）について検討
する。まず，「原則として企業会計原則による」という場合の，企業会計原則は，
昭和24年に設定された「企業会計原則」を意味するのか，この「企業会計原則」
を含んだ企業会計の原則（一般に公正妥当と認められる企業会計の基準）なの
か，判然としない。独立行政法人会計基準（および国立大学法人会計基準）の
設定前の2001（平成13）年７月には企業会計基準委員会が設置され，「企業会
計原則」は一部内容についてその機能を停止している（例えば，有価証券の評
価と表示）状況であり，独立行政法人会計基準における企業会計原則とは何を
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意味するか明確にすべきではないかと思われる。
　独立行政法人会計基準および国立大学法人会計基準の両基準は，「第２章　
概念」，「第３章　認識及び測定」を含むものとなっており，資産，負債，純資
産，費用および収益の定義を示している。両基準が設定される時点で，我が国
の「（討議資料）財務会計の概念フレームワーク」は未だ公表されていなかっ
たが，すでに公表されていた FASB や IASB の概念フレームワークは，会計
基準に含まれず⒁，現在でも会計基準とすることは考えられていない⒂。資産
や負債の概念規定はどのような会計観によるかによって異なるものが考えられ
る。現行の企業会計は，収益費用観と資産負債観の折衷ないしは混合モデルで
あり，統一的な資産や負債の定義を会計基準に織り込むことは問題が多い。
　独立行政法人会計基準は，資産を「過去の取引又は事象の結果として独立行
政法人が支配する資源であって，それにより独立行政法人のサービス提供能力
又は将来の経済的便益が期待されるもの」（第８）と定義する。この資産の定
義に対する「基準〈注８〉繰延資産について」において，「研究開発費を資産
として計上することは適当でないとする『研究開発費等に係る会計基準』の考
え方を勘案すると，独立行政法人において繰延資産を計上することは適当では
なく，支出した当該事業年度の費用として処理すべきものである。」とするが，
これは，企業会計で研究開発費を費用処理することを根拠とするもので，独立
行政法人会計基準の資産の定義から繰延資産は認められないという説明となっ
ていない。
　費用の繰延（deferred charges）を資産として認めないというのであれば，
収益の繰延（deferred credits）も認められないするのが首尾一貫した考え方
となろう。しかし，独法会計基準は，特定の受取寄附金や受取交付金等につい
─────────────────
⒁　一般に認められた会計原則の階層（いわゆる基礎概念は含まれない）については，［加古・長谷
川1999］を参照されたい。
⒂　FASB Accounting Standards Cordification 105-10-05-5-b において，Accounting Standards に含
まれないものとして，FASB Conceptual Statements が明記されている。
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て，「資産見返負債」（この用語そのものが意味不明）として負債に計上するこ
ととする。この資産見返負債（企業会計的には繰延収益と理解される）は，同
基準が示す負債の定義，「過去の取引又は事象に起因する現在の義務であって，
その履行が独立行政法人に対して，将来，サービスの提供又は経済的便益の減
少を生じさせるもの」（第14）によって説明できるのであろうか⒃。
　独立行政法人会計基準は，資産・負債といった基礎概念を，拘束力をもつ会
計基準に織り込むことへの問題あるいはリスクを自覚しているのであろうか。
この他，資本取引の考え方や当期総
4
利益といった個別の問題については，後述
の該当箇所で検討する。
Ⅱ　非営利会計（基準）の目的
　企業の財務会計情報の目的は，企業の利害関係者のとりわけ投資家の意思決
定に有用な情報の提供として共通の理解が得られている。非営利会計（基準）
においては，その会計情報の目的は必ずしも明確に意識されず，どのような利
害関係者に向けての会計情報なのか混乱が生じている。
Ⅱ－１　主務官庁向けの報告目的
　非営利法人は，何らかの形で，主務官庁からの補助金の受入や主務官庁の指
─────────────────
⒃　前受収益は，将来，サービスの提供義務がありもしそれを提供しない場合は損害賠償の義務が生
ずることから負債とされる。しかし，寄附金により償却資産を取得することで受取寄附金を繰延収
益とする場合，償却資産によるサービス提供は確定した義務ではなく，繰延収益を前受収益（負債）
と同質とすることはできない。繰延収益は負債か資本かについて，企業会計において未解決の論点
である。負債を厳格に考える場合，繰延収益は資本となる。わが国の「財務会計の概念フレームワー
ク」（2004）は，次のように述べている。
　　「日本の現行基準ではこれ（繰延収益）を負債に計上することとされている。こうした処理を踏
まえ，繰延収益を包摂するように負債を定義する方法も検討対象となった。しかし，繰延収益を負
債に含めようとすると，現在負債とみなされていない項目までも多数包摂する定義になりかねな
い。その弊害を避けるため，この討議資料では，繰延収益は負債から除外した。すなわち，繰延収
益は，この討議資料では，原則として，純資産の中の『その他の要素』に区分される。」（2004年版，
財務諸表の構成要素，第25項）
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導・監督を受けることが多い。このことから，非営利法人会計の目的は，主務
官庁向けの報告とする考え方が一般的に受け入れられる。
　介護保険制度の導入により社会福祉法に名称変更される前の社会福祉事業法
では，社会福祉サービス行為は国の措置と考えられ，憲法第89条との関係で公
的支配に属する社会福祉法人に公的補助を行うことで社会福祉事業の発展が図
られてきた。この制度は，「措置委託制度」と呼ばれ，それに要する費用は「措
置費」と呼ばれた。
　「これまで，社会福祉法人経営の基礎ともいえる社会福祉法人会計について
は，主として措置費等公的資金の収支を明確にし，その受託責任を明らかにす
ることを基本的な目的としていた。しかしながら，社会福祉法人が自ら期待さ
れる役割を積極的に果たせるようにするためには，従来の施設単位であった会
計単位を法人単位に一本化し，法人全体での把握ができるようにするととも
に，社会福祉法人としての公益性を維持し，入所者等の処遇に支障を与えるこ
となく，自主的な運営が行えるようにする必要がある。」（「社会福祉法人会計
基準について」，平成12年２月27日，社援第310号，前文）
　ここでは，公的資金の収支を明確にする会計から社会福祉法人として自主的
な運営のための会計へ，という目的の変化が読み取れるものの，社会福祉法人
をとりまく利害関係者（広くは国民一般）に事業活動の実態を明らかにすると
いう外部報告目的は明確に意識されているとは思われない。なお，2011（平成
23）年の改正社会福祉法人会計基準は，基本的な考え方として，「法人全体の
財務状況を明らかにし，経営分析を可能とするとともに，外部への情報公開に
資するものとする。」とし，外部報告を意識したものとなっている。（「社会福
祉法人会計基準の制定について」，平成23年７月23日，１（2））
　昭和40年代，私立学校に対する国または地方公共団体の助成要請が高まり，
昭和45年度から文部大臣所轄の私立学校に対する人件費を含む経常費に対する
助成が本格化する。このような公的資金の助成に対し，一定水準の統一的な会
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計基準を整備する必要があり，1971（昭和46）年に学校法人会計基準が設定さ
れた。したがって，補助金の助成を受けるための主務官庁向けの会計報告が意
識されたものと言えよう。
　また，学校法人会計の目的は，物的財産の継続的維持および消費収支（損益）
の均衡とされる。「学校法人が，その諸活動の計画に基づき必要な資産を継続
的に保持するために維持すべきものとして，その帰属収入のうちから組み入れ
た金額を基本金とする。」（学校法人会計会計基準第29条）この基本金は，取崩
が制限され，基本金に見合う不特定の資産が留保されることで，永続的に維持
されるとする。また，「学校法人は，毎会計年度，当該会計年度の消費収入と
消費支出の内容及び均衡の状態を明らかにするため，消費収支計算を行うもの
とする。」（同基準第15条）ここでは，消費収支（収益・費用）とその差額（純
損益）の実態を明らかにするという発想はなく，消費収支差額（損益）をゼロ
にすることが会計の目的とされている。この会計目的は，主務官庁向けの会計
目的と同時に，次の内部管理目的と考えることもできる。
Ⅱ－２　内部管理目的
　社会福祉法人に対する社会福祉法人会計基準と指定介護福祉施設等会計処理
等取扱指導指針の適用において，会計基準は社会福祉事業
4 4
を１つの会計単位と
し，指導指針は介護保険事業を運営する事業単位（事業所
4 4 4
）を１つの会計区分
（単位）とする。図表３のように整理された。［塩原・岩波2005，27頁］
　指導指針について，［宮内・宮内2004，22頁］によれば，「介護保険事業は措
置費支弁対象施設の運営と異なり，運営資金に使途制限がないことから資金の
管理，及び予算統制について，介護サービス別に行わなければならない理由は，
経営的にも行政的にもないといえる。介護保険事業を行う社会福祉法人にとっ
ては，介護サービス別の資金管理，予算統制よりも，事業所ごとに複合介護サー
ビスをトータルで経営できるか否か（黒字サービス及び赤字サービスが混在し
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た状況を容認した上で適正な経営）の予算統制がより迅速に求められ，かつ，
有用と考えられるからである。」しかし，この説明は，社会福祉法人内部の管
理会計目的であり，その意味で指導指針は外部報告を前提とする会計基準たり
得ない⒄。
　また，病院会計準則は，病院の財政状態及び運営状況を適正に把握し，病院
経営の改善向上に資することを目的として，1965（昭40）年に制定され，その
後，1983（昭58）年に改正され，さらに2004（平16）年に改正された。病院会
計準則は，他の会計基準（公益法人会計基準，学校法人会計基準等）が事業主
体別の会計基準であるのに対し，病院の開設主体の形態（医療法人，財団法人，
学校法人，独立行政法人など）にかかわらず，病院機能を有する施設に対して
適用される会計規範とされ，「施設会計基準」とされる。
　病院会計準則は，制定当初から企業会計方式を導入していたが，［杉山・石
井2005，61頁］によると，これは，医療法人を非営利組織と位置づけている点
から考えると，「運用側面ではなく制定の側面から見れば非営利会計を適用す
図表３　社会福祉法人会計における会計単位
会計基準の会計単位 指導指針の会計単位
社会福祉事業
〈（福祉系）介護保険事業〉
介護老人福祉施設
訪問介護
通所介護
短期入所生活介護
痴呆対応共同生活介護
訪問入浴介護
⎫
｜
｜
｜
｜
｜
｜
⎬
｜
｜
｜
｜
｜
｜
⎭
社会福祉事業ではなく事業拠
点を会計上の単位とする。た
だし，介護サービス別事業活
動計算書（セグメント表）を
作成。
公益事業
特定施設入所生活介護
福祉用具貸与
居宅介護支援事業
収益事業
─────────────────
⒄　企業会計で，東京事業所の損益，大阪事業所の損益といった把握は，あくまでも管理会計の領域
に属するもので，外部報告会計において事業所別の損益を明らかにする場合には，補足的情報とし
てのセグメント情報となろう。
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べき事業体に対して極めて進んだ考え方が導入されていたといえる。」このよ
うに，企業会計方式によるとしているが，「病院会計準則は，病院を対象に，
会計の基準を定め，病院の財政状態及び運営状況を適正に把握し，病院の経営
体質の強化，改善向上に資することを目的とする。」（総則第１目的）としてい
る。ここでは，管理会計目的が意識されており財務会計目的からの利害関係者
への会計情報の提供という考え方はみられない。企業内部の管理会計目的の会
計指針は，少なくとも企業会計においては，社会的な規制としての会計基準と
は考えられない。
Ⅱ－３ 　国民一般に活動実態に関する会計情報を提供すること
　平成16年公益法人会計基準は，低金利による収入減や不景気による寄附金の
減少といった状況下での公益法人の事業の効率性に関する情報の必要性，不祥
事（KSD事件）を受けて寄付者等（会員等を含む。）から受け入れた財産の受
託責任の明確化，および公益法人が多数の者の寄附等に支えられその活動内容
に広く国民一般も関心を持っている，といった認識の下に，「公益法人の活動
状況を分かりやすく広く国民一般に対して
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
報告するものとするため，会計基準
の全面的な改正を行うこととした。」（傍点引用者，「公益法人会計基準の改正
等について」平成16年，１（2））また，この考え方はNPO法人会計基準にも
受け継がれている。
　ここでは，非営利法人の活動実態を会計情報として国民一般（利害関係者）
に提供するという会計目的が明示されている。利害関係者としては次の者が考
えられる。
　国民一般
　　・ 納税者（税金を財源とする政府からの非営利法人への補助金や交付金，
非営利法人に対する税の優遇措置より軽減された税金は，結局のところ
納税者の負担によるものと考えられる。ここで，納税者は個人所得税あ
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るいは営利企業の法人税の納付者に限らない。消費税を考えると，それ
は通常の生活を営む限りすべての国民が納付している。この意味で，国
民すべてが納税者となり，利害関係をもつこととなる。）
　　・ 利用者（無償または営利企業よりも低廉な対価の支払いによりサービス
の提供を受けることで利害関係をもつ。）
　　・ 寄付者（寄付した財貨が寄付者の意図したとおりに使用されているかに
ついて関心をもつ。また特定の非営利法人に対する寄付金について，所
得控除ないしは税額控除が認められる場合には納税額について利害関係
が生ずる。）
　　・ 理事・社員・評議員（非営利法人の運営に利害関係をもつ）
　　・ 主務官庁（補助金や交付金等について非営利法人が受託責任を果たして
いるかその使途に関する指導・監督に責任をもつ。また，非営利法人に
ついて公益性を判定することがある⒅。）
　　・従業員
　　・地域社会
　非営利法人が政府部門からの補助金や交付金を受け取る場合，その財源は税
金であると考えれば，会計目的は，広く国民一般への会計情報の提供というこ
とになろう。この点について，「建前はいかにも耳に入りやすいが，それでは
いったい国民または納税者はいかなる時にいかなる必要にもとづいて個々の法
人の財務諸表に関心をもつのか。」［村山2002，99頁］，また，「企業会計ではと
りたてて採り上げられなかった『視点』が重視された結果，少なくとも相対的
に理事者等の関係者──それは同時に会計を行う者でもあり，最も切実にその
結果を利用する者である──の立場が基準の扱いの上で相対的に地位低下を起
─────────────────
⒅　一定の公益性の要件を満たす非営利法人に対しては，税の優遇措置がとられている。これまで公
益性について非営利法人の設立時に主務官庁が判断していたが，公益社団・財団法人については，
公益認定等委員会が判定する。
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こしていることは否めまい。」［同，103頁］とする見解がある。
　まず，後段の批判について，会計情報の利用者の視点であるが，企業会計で
は投資家を中心とする利用者という考え方がすでに確立しており，「とりたて
て採り上げられなかった」論点ではない。また，国民一般向けの会計情報を提
供することが，理事者等の地位低下につながるという点についてはその意味を
理解しかねる。
　前段の問題については検討する必要がある。実際，われわれの日常生活のな
かで非営利法人の財務諸表に目を通すのは，非営利法人に寄附をしている，非
営利法人の会員で会費を払っている，知人が非営利法人を運営している，と
いった場合が想定されるだけで，通常，非営利法人の財務諸表を利用するとい
うことはまれなことである。そこで，非営利会計の目的を国民一般向けと言っ
ても，それは単なる「お題目」にすぎないという批判が生ずることになる。
　「日本では民間の寄附文化が根付いていない。寄附が少ないので政府からの
補助金を頼ることになる。」との理解が一般的といえよう。しかし，発想を変
えて，「政府からの補助金は少ない。そのため民間の寄附が活発である。」とな
れば，寄附は日本文化となり得る。現在，非営利法人への政府や地方公共団体
等からの補助金は税金から賄われ，納税者の立場からは，納めた税金が政府に
集められ非営利法人に補助金等として分配されることなる。このシステムで
は，納税者は自分の税金がどの非営利法人の補助金等に使われたかは全く見え
ない。これを「見える化」するには，支払う税金の一定割合を直接非営利法人
に寄附することが考えらる。例えば，50万円の納付税金のうち20％の10万円を
納税者の判断で特定の非営利法人に寄附し，残り40万円を国に納めるというも
のである⒆。現在，非営利法人への寄付者に対し，所得控除または税額控除に
─────────────────
⒆　千葉県市川市では，「市川市納税者が選択する市民活動団体支援制度」（条例）により，2005年度
より，市民（納税者）は支援対象となる非営利組織および活動に，個人市民税の１％相当額を寄付
することができる。このような使途選択納税の拡大が非営利活動分野の活性化を促進するものと考
えられる。さしあたり，［石村2005］，［石村2010］，［茶野2005a］，［茶野2005b］，［金2009］を参照。
129非営利会計の混迷
129
よる寄附税制が実施されている。しかし，寄附先である非営利法人は認定を受
けた法人でなければならないが，その数は極めて少ない⒇。
　他方，非営利法人側では，補助金を政府から受け取るという形ではなく，個々
の納税者から税金分の寄附を受けることになる。その社会的な存立意義が広く
納税者から認められる非営利法人には寄附金（税金分）が多く集まることにな
り，逆の場合には寄附金は少なくなる。一種の競争原理が働くことになる。補
助金制度をすべて廃止した場合，非営利法人は寄附金獲得のため，そのミッ
ションや事業内容について PR活動を行い，さら寄附金獲得のマーケティング
活動も必要となろう。非営利法人への天下りが問題とされ，その対応策として，
早期退職慣行の廃止（例えば60歳定年制），全省庁を対象とする再就職先の公
開斡旋機関の設置などが提案されている［北沢2006，46-47頁］が，決定打を
欠くように思われる。天下りは補助金とセット21で考えるべきで，もし補助金
が付かなければ非営利法人への天下りは激減するように思われる。
　このような社会システムにおいては，広く国民一般は，その寄付先としての
非営利法人の会計情報および事業内容に強い関心を抱くこととなり，また，非
営利法人はその会計情報を広く国民一般に向けて発信することになる。日本に
は寄附文化がないとせず，寄附文化の育成と発展を補助金等の減少と寄附税制
の拡大を通じて実現すべきであろう。
　以上，非営利会計（基準）の目的について検討した。非営利会計にも，企業
会計と同様に，外部報告会計と内部報告会計の領域があることに異論はない。
─────────────────
⒇　2011（平成23）年３月末時点で，NPO法人の数は42,387法人で，そのうち認定NPO法人はわず
か198法人に止まる。特定非営利活動促進法は，2011（平成23）年に改正されたが，それにともなっ
て認定NPO法人となる基準（公衆支援テスト（PST））について従来の相対値基準のほかに絶対
値基準が設けられた。これは，「実績判定期間において，各事業年度に3,000円以上の寄附を平均
100人以上から受けること」である。100人から3,000円すなわち30万円を集めれば認定NPO法人と
されるもので，寄附社会の発展に向けて画期的なものといえよう。もとより，この改正の背景には
3.11東日本大震災がある。
21　公益法人の天下りと補助金の実態を明らかにしたものとして［磯道2010］がある。「ヒトを出し
たところにカネが流れる」としている。
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しかし，社会的な意味を持つ会計基準という場合，それは外部報告会計の基準
と理解される。さらに，外部報告会計という場合，その会計情報の利用者とし
て考えるべき中心のグループは，指導・監督を受ける主務官庁ではなく，広く
国民一般でなければならない22。
Ⅲ　財務諸表
　以下の議論では，非営利会計基準を３グループ（①公益法人会計基準・
NPO法人会計基準，②学校法人会計基準・社会福祉法人会計基準，および③
独立行政法人会計基準・国立大学法人会計基準）に分け，基本的に，公益法人
会計基準，学校法人会計基準および国立大学法人会計基準に絞って論点を整理
する。
Ⅲ－１　財務諸表の体系
　各非営利会計基準の財務諸表（計算書類）の内容を比較すると図表４のよう
になる。
　財政状態を示すものとされる貸借対照表だけは同じ名称が用いられている
（ただし，その区分は異なる）ものの，フロー計算に関する書類は，たとえ同
じような計算内容であっても様々な名称が用いられている。
Ⅲ－２　正味財産増減計算書・消費収支計算書・損益計算書
　⑴　ひな形の比較
　これら正味財産増減計算書，消費収支計算書および損益計算書は，純資産の
─────────────────
22　非営利会計の目的の１つとして，寄付者に対する受託責任論がある。もともと受託責任論は，株
式会社において取締役が株主から委託された出資の受託から生ずる責任と理解される。したがっ
て，非営利法人における受託責任論は，寄付者に対しその意図のとおりに寄付が使用されたことの
報告と考えることができる。しかし，一般に，寄付者が特に使途を特定しない場合を想定すると，
寄付者に対し受託責任を明らかにするという目的は，国民一般向けの会計報告に含まれるものと考
える。
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増減（資本取引を想定する場合は同取引による増減を除く）を総額で表示する
ものである。公益法人会計基準，学校法人会計基準および国立大学法人会計基
準の計算書のひな形を示すと図表５（強調筆者）のとおりである。
　公益法人会計基準の財務諸表について，2004（平成16）年の改正前のものは，
収支計算書，正味財産増減計算書（ストック式）および貸借対照表であった。
平成16年改正において，収支計算書は内部管理目的のものとして財務諸表から
除かれた。
　学校法人会計基準の財務諸表は，1971（昭和46）年の設定以来変更されてい
ない。消費収支計算書は，発生基準による計算書であるが「消費収支」という
言葉が用いられたままとなっている。
　国立大学法人の財務諸表は，2006（平成18）年の会社法施行以前の旧商法の
計算書類を前提としたものである。現在では，利益処分計算書（損失処理計算
書）はなくなり，株主資本等変動計算書に組み込まれている。
　⑵　公益法人会計基準の正味財産増減計算書
　公益法人会計基準では，純資産の増減を，一般正味財産の増減および指定正
味財産の増減に分ける。アメリカの会計概念書 SFAC6［FASB1985］および
会計基準書 SFAS116［FASB1993］では，無拘束純資産（unrestricted net 
図表４　非営利法人の財務諸表の比較
公益法人会計基準
NPO法人会計基準
学校法人会計基準
社会福祉法人会計基準
独立行政法人会計基準
国立大学法人会計基準
正味財産増減計算書
（NPO）活動計算書
消費収支計算書
（社福）事業活動計算書
損益計算書
利益の処分に関する書類（又は
損失の処理に関する書類）
貸借対照表 貸借対照表 貸借対照表
キャッシュ・フロー計算書 資金収支計算書 キャッシュ・フロー計算書
行政サービス実施コスト計算書
（国立大学）行政業務実施コス
ト計算書
132 早稲田商学第 432 号
132
assets），一時拘束純資産（temporarily restricted net assets）および永久拘束
純資産（permanent restricted net assets）に３区分されているが，公益法人
会計基準は，無拘束純資産を一般正味財産，一時拘束と永久拘束を指定正味財
産としたものである。
　指定正味財産の増加として処理された金額で，指定された目的が達成された
場合，指定正味財産は減少し一般正味財産は増加する。この振替処理について
図表５　正味財産増減計算書，消費収支計算書および損益計算書のひな形
公益法人会計基準
正味財産増減計算書
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１　経常増減の部
　　（1）経常収益
　　　　基本財産運用益 XX
　　　　特定資産運用益 XX
　　　　受取入会金 XX
　　　　・・・ XX XX
　　（2）経常費用
　　　事業費 XX
　　　管理費 XX XX
　　　　評価損益等調整前当期経常増減額 XX
　　　　基本財産評価損益等 XX
　　　　特定資産評価損益等 XX
　　　　投資有価証券評価損益等 XX
　　　　当期経常増減額 XX
　２　経常外増減の部
　　（1）経常外収益 XX
　　（2）経常外費用 XX
　　　　　当期一般正味財産増減額 XX
　　　　　一般正味財産期首残高 XX
　　　　　一般正味財産期末残高 XX
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　受取補助金等 XX
　　　一般正味財産への振替額 XX
　　　　当期指定正味財産増減額 XX
　　　　指定正味財産期首残高 XX
　　　　指定正味財産期末残高 XX
　　　　正味財産期末残高 XX
学校法人会計基準
消費収支計算書
消費収入の部
学生生徒等納付金
　授業料 XX
　入学金 XX
　実験実習費 XX
　施設設備資金 XX XX
手数料 XX
寄附金
　一般・特別寄附金 XX
　現物寄附金 XX XX
補助金 XX
資産運用収入 XX
固定資産売却差額 XX
事業収入 XX
雑収入 XX
帰属収入合計 XX
基本金組入額合計 △XX
消費収入の部合計 XX
消費支出の部
人件費 XX
教育研究経費 XX
管理経費 XX
借入金等利息 XX
資産処分差額 XX
徴収不能引当金繰入額 XX
消費支出の部合計 XX
当年度消費収入超過額 XX
前年度繰越消費収入超過額 XX
翌年度繰越消費収入超過額 XX
国立大学法人会計基準
損益計算書
経常費用
　業務費
　　教育経費 XX
　　研究経費 XX
　　診療経費 XX
　　教育研究支援経費 XX
　　・・・ XX XX
　一般管理費 XX
　財務費用 XX
　　経常費用合計 XX
経常収益
　運営費交付金収益 XX
　授業料収益 XX
　入学金収益 XX
　検定料収益 XX
　付属病院収益 XX
　受託研究等収益
　受託事業等収益 XX
　寄附金収益 XX
　資産見返負債戻入 XX
　財務収益 XX
　雑益 XX
　　経常収益合計 XX
経常利益 XX
臨時損失 XX
臨時利益 XX
当期純利益 XX
目的積立金取崩額 XX
当期総利益 XX
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は，収益の二重計上になるのではないか，振替の処理が難しいといった問題が
提起されている23。
　一般正味財産の増減は経常増減と非経常増減に区分される。一般正味財産の
増減は経常収益と経常費用に区分されるが，経常費用は事業費と管理費に区分
される。この事業費と管理費は，公益認定基準の公益目的事業費率基準の事業
費の計算の基礎金額として使われる。評価損益等調整前当期経常増減額は新し
い利益概念であるが，会計上どのような意味を持つのか，また基本財産評価損
益等（一般正味財産を充当した基本財産に含められている投資有価証券に時価
法を適用した場合における評価損益及び売却損益），特定資産評価損益等（一
般正味財産を充当した特定資産に含められている投資有価証券に時価法を適用
した場合における評価損益及び売却損益），および投資有価証券評価損益等（投
資有価証券に時価法を適用した場合における評価損益及び売却損益）におい
て，評価損益と売却損益を同類のものとして扱うのは何故か。それらが単に公
益法人制度改革関連３法のために事業費と管理費を把握しやすくするというの
であれば，会計基準の自立性・中立性という観点から問題となろう。
　⑶　学校法人会計基準の消費収支計算書
　学校法人会計の消費収支計算書は，寄附金であれ補助金であれすべての純資
産の増加額を当期の帰属収入にとして計上するのは，公益法人会計基準が純資
産の増加をすべて正味財産増減計算書に計上するのと同じである。しかし，帰
属収入から基本金組み入れ額を控除して消費収入（収益）を算定し，消費支出
（費用）を控除して当年度消費収支超過額（純利益）を求める点が特徴となっ
ている。この当年度消費収支超過額がどのような意味を持つのかについて議論
─────────────────
23　「公益法人会計基準の方法は難解で，はたしてNPO法人に理解してもらえるかについて疑問視
する声が多くありました。さらに正味財産を２つに分ける方法は，同じ寄附金が最初にもらったと
きは指定正味財産の増加となり，使途通りに使用された場合に今度は一般正味財産の部の増加と
なって，あたかも二重に計上されているように見えるという欠点があります。」（NPO法人会計基
準，議論の経緯と結論の背景，第42項）
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がある。
　基本金組入は消費収支の均衡と密接に関係する。消費収支の均衡は，基本金
組入を調整することで達成できるからである。さらに，基本金組入の操作によ
り，消費収支差額を黒字にも赤字にもできる。基本金とはどのようなものか概
念が確立されなければならないのであるが，この問題を棚上げして，帰属収入
から消費支出を控除した金額を帰属収支差額（あるいは基本金組入前差額）と
して表示する考え方がある24。
　なお，発行する学校債に金融商品取引法が適用
される学校法人は「有価証券発行法人の財務諸表
の用語，様式及び作成方法に関する規則」（平成
22年文部科学省令第36号）により財務諸表を作成
することになる。この規則にる損益計算書は，事
業収益から事業費用を控除して事業損益を計算
し，事業外収益と事業外費用を加減して経常利益
を算出し，特別利益と特別損失を加減し，法人税
等の調整おこない，最終的に「当年度純利益」を
表示する。ここでは，基本金組入額は収益（帰属収入）から控除されないこと
から，当年度純利益は先の帰属収入超過額（基本金組入前差額）と同じものと
なる。学校法人会計基準では，基本金組入によって赤字（消費収支不足額）と
なる保守的な処理が認められるとしても，金融商品取引法では赤字（消費収支
不足額）が続く学校法人の起債は困難となることが予想されることから，損益
損益計算書
事業損益
　教育研究・附属事業損益
　収益事業損益
　　事業利益
事業外収益
事業外費用
　　経常利益
特別利益
特別損失
　　税引前当年度純利益
　　法人税等
　　法人税等調整額
　　当年度純利益
─────────────────
24　2003（平成15）年に，文部科学省に設けられた「学校法人会計基準の在り方についての検討会」
は，帰属収支差額（＝基本金組入前差額）という概念を示している。（「今後の学校法人会計基準の
在り方について（検討のまとめ）」（文部科学省 http://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/286794/www.
mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou/025/houkoku/04041301.htm#04）この帰属収支差額は
実際に私学財政の分析で用いられている。2010（平成22）年度の，532私立大学法人の消費収支差
額は△3,881億円に対し，帰属収支差額は2,668億円の黒字となっている。［日本私立学校振興・共済
事業団2013，10頁］
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計算書における基本金組入の処理は除かれると理解することもできよう。
　⑷　国立大学法人の損益計算書
　国立大学法人会計基準では，国立大学法人は「公共的な性格を有し，利益の
獲得を目的とせず，独立採算制を前提としないこと」とし，さらに「経営成績
ではなく運営状況を明らかにする」（第５注６）としながら，損益計算書とい
う用語を用いている。この損益計算の表示は，費用・損失が先に表示されそれ
を補填する形で収益・利得が表示される。
　損益計算書のボトムラインは「当期総利益」となっている。経営努力によっ
て当期純利益が計上された場合，これを国庫に納付させることになると経営努
力に対する動機付けが失われる。そこで，文部科学大臣の承認を得て中期計画
に定め，合理的な使途に当てるものとして利益処分により「目的積立金」を設
定することが認められる。（基準71の〈参考〉「経営努力認定の考え方」）
　その後の年度で，目的とする業務を実施することにより費用が生ずるが，そ
の金額だけ業績が悪くなる。そこで，費用と同額の積立金を取り崩し，損益計
算書の当期純利益の下に，「○○積立金取崩額」として表示し，当期総利益
4 4 4 4 4
を
算出する。この点について，［新日本有限責任監査法人編2011，234頁］によれ
ば，当該費用に対応する運営費交付金（収益）が無いため，当期純利益レベル
ではマイナスに作用するものを目的積立金で埋め合わせ，当期総利益レベルで
は損益を均衡させるという考え方による。こうすることによって初めて「当期
総利益」が当期の経営努力を認定するための利益になる。
　いま，A国立大学法人とB国立大学法人について考える。A法人は収益100
に対し費用も予定通り100が計上され当期純利益はゼロ，これに対し B法人は
経営努力の結果費用を90とすることで当期純利益10を計上する。この純利益は
経営努力によるものとして，利益処分において○○事業積立金として処理され
る。翌年度，A法人は収益100，費用100で当期純利益はゼロ。B法人は通常の
業務について収益100，費用100であるが，○○事業を実施したことにより費用
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は10増加して110となり，当期純損失10となる。これに対し○○事業積立金を
取り崩し，当期純損失の下に表示することにより当期総利益はゼロとなる。以
上の当期純利益と当期総利益の関係は図表６に示される。
　国立大学法人会計基準（第42）は，損益計算書の作成目的として次の２つを
示している。
　１ 　損益計算書は，国立大学法人等の運営状況を明らかにするため，一会計
期間に属する国立大学法人等のすべての費用とこれに対応するすべての収
益とを記載して当期純利益を表示しなければならない。
　２ 　損益計算書は，準用通則法第44条にいう利益又は損失を確定するため，
当期純利益に必要な項目を加減して，当期総利益を表示しなければならな
い。
　この第２項にいう「準用通則法第44条」は独立行政法人通則法第44条を準用
することであるが，通則法第44条の利益又は損失とは，基本的に，中期計画期
間中のある年度の純利益は他の年度の純損失と相殺することで，損益の均衡が
図られた利益と理解される。ある年度の純利益は利益処分により積立金処理さ
れ，その後の年度の当期純損失は積立金取崩額によって補填される。この積立
金取崩額はいったん純利益に計上された金額でありこれを収益・利得とするこ
とはできない。そこで当期純利益の後に表示し最後を当期総利益としたもので
図表６　当期純利益と当期総利益
01年度 02年度
A法人 B法人 A法人 B法人
収 益 100 100 100 100
費 用 100  90 100 110
当 期 純 利 益 　0  10 　0 -10
○○積立金積立 　0 -10 　0 　0
○○積立金取崩 　0 　0 　0  10
当 期 総 利 益 　0 　0 　0 　0
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ある。
　ここでは，会計情報はあくまで実態を明らかにする第１項だけでよいはずで
ある。当期純損失が，過年度の経営努力による純利益分について当期に事業を
拡大したことによる費用の増大によるものと説明することで足りると考えられ
る。当期総利益という概念25はかえって無用の混乱を招くものと思われる26。
　国立大学法人会計基準では，業務実施コスト計算書が財務諸表の１つとなっ
ている。これは，「納税者である国民の国立大学法人等の業務に対する評価及
び判断に資するため，一会計期間に属する国立大学法人等の業務運営に関し，
国立大学法人等業務実施コストに係る情報を一元的に集約して表示する。」（第
45）ものとされる。ひな形を示すと図表７のようになる。
　損益計算書と業務実施コスト計算書の関係を考える。ある国立大学法人が，
土地を国から無償で借りているものとし，その土地を民間の企業が借りた場合
には１年間の地代は10億円とする。この10億円は機会費用27であり損益計算書
では処理されない。損益計算書と業務実施コスト計算書は図表８のようにな
る。
　もし，機会費用を損益計算書に計上する場合には，同額を受贈益として計上
─────────────────
25　『週間　東洋経済』（2011年10月22日号）に掲載されている大学四季報では，業績指標として，私
立大学（学校法人）については帰属収支差額が，国立大学法人については当期純利益が，ボトムラ
インの数値として示されている。しかし，帰属収支差額（収入超過とする）と当期純利益は異なる
概念であり，単純に比較することはできない。後者の純利益には当期に固定資産の取得に充てられ
た資本剰余金と資産見返負債の金額が含まれないのに対し，前者では固定資産の取得に充てられた
基本金組入が控除されず帰属収支差額に含まれるからである。国立大学法人の当期純利益と比較す
るならば，むしろ消費収支差額が比較可能性が高いと考えられる。また，逆に，国立大学法人の場
合，当期に資本剰余金と資産見返負債に計上された金額をすべて当期の収益とし，当期の期間外減
価償却累計額を減価償却費として費用計上すれば，帰属収支差額との比較可能性は高まる。
26　経営努力による純利益相当額を繰延収益に振り替え，次年度以降に実際に費用が発生したときに
繰延収益を収益に戻入することで，技術的には当期総利益を用いることなく当期純利益を平準化す
ることはできる。しかし，会計の目的は利益の平準化の手段であってはならず，実態を明らかにす
ることであると考えられる。
27　機会費用とは，得べかりし利益の喪失という意味のコストとされる。①国又は地方公共団体の無
償又は減額された使用料による賃借取引から生ずるもの，②政府出資等から生ずるものと無利子又
は通常よりも有利な条件による融資取引から生ずるものとがある。
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することになる。この機会費用（および受贈益）を損益計算書に計上すると，
業務実施コストの計算において，損益計算書の金額をそのまま用いることにな
図表８　損益計算書と業務実施コスト計算書
損益計算書 業務実施コスト計算書
諸費用 100 諸費用 100
収益 自己収益（控除） △ 40
　運営費交付金 60 機会費用（支払地代） 　 10
　自己収益 　 40 業務実施コスト 　 70
当期純利益 　　0
図表９　損益計算書と業務実施コストの計算
損益計算書 業務実施コスト
費用 費用
　諸費用 100 　諸費用 100
　支払地代 10 　支払地代 10
収益 自己収益 　 40
　自己収益 40 業務実施コスト 　 70
　運営交付金 60
　受贈益（支払地代分）  　10
当期純利益 　　0
図表７　国立大学法人等業務実施コスト計算書のひな形
国立大学法人等業務実施コスト計算書
業務費用
　損益計算書上の費用
　　業務費 XX
　　一般管理費 XX
　　財務費用 　XX XX
　（控除）自己収入等 △XX
　業務費用合計 XX
損益外減価償却相当額 XX
損失外減損損失相当額 XX
損益外利息費用相当額 XX
損益外除売却差額相当額 XX
引当外賞与増加見積額 XX
引当外退職給付増加見積額 XX
機会費用 XX
（控除）国庫納付額 △XX
　国立大学法人等業務実施コスト 　XX
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る。損益計算書と業務実施コストの計算は図表９となる。損益計算書のデータ
をそのまま使って業務実施コストの計算ができる。
　この損益計算書で，費用総額110から収益のうち自己収益40を控除した金額
70を表示すれば業務実施コストが明らかとなる。したがって，業務実施コスト
計算書を独立の計算書類として作成する必要性があるかどうか，補足情報で足
りるのではないかということである。
Ⅲ－３　貸借対照表
　公益法人会計基準，学校法人会計基準および国立大学法人会計基準の貸借対
照表のひな形を示すと図表10のとおりである。
　資産の部の区分は，基本的に流動固定区分が用いられているが，固定資産の
区分については各基準ごとに独自の区分がなされている。
　公益法人会計基準では，固定資産の部に基本財産と特定資産とが区分表示さ
図表10　貸借対照表のひな形
公益法人会計基準 学校法人会計基準 国立大学法人会計基準
貸借対照表 貸借対照表 貸借対照表
資産の部 資産の部 資産の部
流動資産 固定資産 固定資産
固定資産 　有形固定資産 　有形固定資産（図書，美術品）
　基本財産 　その他の固定資産 　無形固定資産
　特定財産 　　第３号基本金引当資産 　投資その他の資産
　その他固定資産 流動資産 流動資産
負債の部 負債の部 負債の部
流動負債 固定負債 固定負債
固定負債 流動負債 　資産見返負債
正味財産の部 基本金の部 　長期寄附金債務
指定正味財産 第１号基本金 流動負債
　（うち基本財産への充当額） 第２号基本金 純資産の部
　（うち特定資産への充当額） 第３号基本金 資本金
一般正味財産 第４号基本金 資本剰余金
　（うち基本財産への充当額） 消費収支差額の部 利益剰余金
　（うち特定資産への充当額） 翌年度繰越消費収入超過額 その他有価証券評価差額金
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れる。前者は，基本的に財団法人の寄付行為に定められているもの，後者は，
将来の特定の目的に使用するための資産（例えば，退職給付引当預金，減価償
却引当預金）である。これらの財源は，指定正味財産でも一般正味財産でもよ
い。したがって，純資産の部に記載される一般正味財産と指定正味財産はそれ
ぞれ基本財産の充当額と特定資産への充当額を内書として記載することにな
る。
　学校法人会計基準では，資産から負債を控除した部分は，純資産の部とされ
ず，基本金の部と消費収支差額の部とから構成される。基本金は，「学校法人が，
その諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持するために維持すべきも
のとして，その帰属収入のうちから組み入れた金額を基本金とする。」（基準29
条）とされる。４つの基本金が規定されている（基準30条第１項第１号～第４
号）。
　① 第１号基本金：学校法人が設立当初に取得した固定資産で教育の用に供さ
れるものの価額又は新たな学校の設置若しくは既設の学校の規模の拡大若
しくは教育の充実向上のために取得した固定資産の価額
　② 第２号基本金：学校法人が新たな学校の設置又は既設の学校の規模の拡大
若しくは教育の充実向上のために将来取得する固定資産の取得に充てる金
銭その他の資産の価額
　③ 第３号基本金：基金28として継続的に保持し，かつ，運用する金銭その他
の資産の額
　④ 第４号基本金：恒常的に保持すべき資金として別に文部科学大臣の定める額29
─────────────────
28　基金とは，その元本に手を付けず，元本から生ずる利息や配当の果実をもって，目的とする事業
を行うもので，奨学基金，研究基金，海外交流基金等である。「第３号基本金引当資産」として，
貸借対照表のその他の固定資産の部に表示される。
29　具体的には，前年度の人件費，教育研究費，管理経費および借入金の利息（ただし，減価償却額
や退職給与引当金繰入額等を除く）の12分の１の金額とされる。なお支払資金より広く有価証券を
含む。資金の状況については，資金収支計算書（キャッシュ・フロー計算書）が作成されることか
ら，このような運転資金を基本金とする処理は不要と考えられる。
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　この基本金については，単に維持すべき金額とされるのみで，本質的な概念
定義は行われていない。基本金組入は，すべての純資産の増加原因（帰属収入）
を消費収支計算書に計上したうえで控除される。もし基本金を資本取引による
ものとするならば，消費収支計算書を通さずに直接貸借対照表の純資産に計上
することになろう。また，消費収支計算書における基本金組入を一種の利益処
分と考えるとこれら基本金は企業会計上の利益積立金に近いものとなろう。
　なお，「有価証券発行法人の財務諸表の用語，様式
及び作成方法に関する規則」（平成22年文部科学省令
第36号）によれば，貸借対照表の区分は右のとおりと
される。ここでは，繰延資産の区分が設けられている。
資産と負債の差額は純資産の部とされ，学校法人会計
基準の４つの基本金はまったく示されず，基本金の部
と消費収入超過額の部はまとめて，評価・換算差額お
よびその他資産負債差額として表示される30。
　国立大学法人会計基準の貸借対照表の区分は，企業
会計の区分（ただし繰延資産の区分はない）である。純資産の部の区分も企業
会計の区分（資本金，資本剰余金および利益剰余金）を採用している。ここで
の特徴は，資本取引による資本（資本金および資本剰余金）概念が用いられて
いる点である。
　まず，資本取引と損益取引の区分の原則（基準第５）が示されているが，資
本取引とは何かについて，直接定義はなされていない。基準注解〈注６〉によ
れば，「運営費交付金等の財源措置が行われる業務についてはその範囲におい
て損益が均衡するように損益計算の仕組みが構築される」ことから，この損益
計算に含まれない要素は資本取引によるものとなる。すなわち，企画は国（主
貸借対照表
資産の部
固定資産
　有形固定資産
　無形固定資産
　投資その他の資産
繰延資産
流動資産
負債の部
固定負債
流動負債
純資産の部
評価・換算差額等
その他資産負債差額
─────────────────
30　この表示では，評価・換算差額等が主要なものとの誤解を与える。資産負債差額（純資産額）の
内訳として表示すべきものと思われる。
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務官庁）が担当しその実施を独立行政法人が行うことから，国立大学法人の独
自判断では意思決定が完結し得ない行為に起因する支出などを業績評価の手段
としての損益計算に含めることは合理的でないとする。このように損益計算を
狭く限定したうえで，その計算に含まれない取引を資本取引とすることから，
資本取引とそこから生ずる資本は，企業会計の考え方に対し拡大されたものと
なる。
　次に，国立大学法人会計基準第19によれば，資本金は，「国立大学法人等に
対する出資を財源とする払込資本に相当する。」ものであり，資本剰余金は，
「資本金及び利益剰余金以外の純資産であって，贈与資本及び評価替資本が含
まれる。」（同）また，利益剰余金は「国立大学法人等の業務に関連して発生し
た剰余金であって稼得資本に相当する。」（同）しかし，このような払込資本，
贈与資本，評価替資本および稼得資本という概念（用語）31は，この後の国立
大学法人会計基準の展開において機能しているようには思われない。
　なお，1974（昭和49）年の「企業会計原則」の修正でその他の資本剰余金の
─────────────────
31　因みに，［新井1965，48頁］の純資産の分類（資本準備金の内容，再評価積立金等について一部
修正－引用者）は図表11に示すとおりである。
図表11　新井清光『資本会計論』における純資産の分類
資本金
剰余金
払込資本
贈与資本
評価替資本
稼得資本
資本準備金
＊その他の
資本剰余金
利益準備金
任意積立金
当期未処分利益
資本剰余金
利益剰余金
資本的支出に充てられた国庫補助金及び
工事負担金
資本填補を目的とする贈与剰余金又は債
務免除益
貨幣価値の変動に基づき生じた保険差益
会社更生および整理等に基づき生じた固
定資産評価差益
資
本
（
自
己
資
本
）
＊　ここで「その他の資本剰余金」として示した各項目は，昭和38年に修正された企業会計原則
の「注解・注７」（当時）において資本剰余金として例示されたものである。
143非営利会計の混迷
143
例示は削除された。贈与について，資本的支出だから資本剰余金，資本填補を
目的とするから資本剰余金とするのは同義語の反復であって論拠たり得ない。
企業会計において経費の補助を目的とする国庫補助金は，収益に計上され経費
と相殺される。このことから，補助金で取得した固定資産（償却資産）が減価
償却により費用化される場合も，国庫補助金を収益とする（繰り延べて戻し入
れる）ことで減価償却費が相殺され，経費補助との整合性が得られる。補助金
で取得した固定資産が残っているときに，企業を解散するとそれらの残額は結
局株主の残余財産に含まれる。すなわち，株主にとっては最終的に利益となる。
旧商法と法人税法は利益説を採用し国庫補助金等の受贈額は利益とされて現在
に至っている。
　国立大学法人会計基準〈注11〉は，国からの交付金・補助金や民間からの寄
付により固定資産を取得した場合，取得原資拠出者の意図や取得資産の内容等
を勘案し，国立大学法人の財産的基礎を構成すると認められる場合には，相当
額を資本剰余金とする。これは，資本的支出に充てられた交付金等をすべて資
本剰余金とするのではなく，財産的基礎となる場合に資本剰余金とするもので
あが，さらに，当該固定資産（償却資産）について収益の獲得が予定されない
場合に資本剰余金とする，といった判定がなされる。
Ⅲ－３　キャッシュ・フロー計算書・資金収支計算書
　学校法人会計基準の資金収支計算書は実質的にキャッシュ・フロー計算書と
考えられる。各基準のキャッシュ・フロー計算書のひな形を示すと図表12のと
おりである。
　企業会計上，利益は意見であるがキャッシュ・フローは事実であるとされる
ことから，統一された様式の可能性が高いものと考えられる。しかし，企業会
計のキャッシュ・フロー計算書との違い，さらに非営利会計基準内での相違が
ある32。
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図表12　キャッシュ・フロー計算書・資金収支計算書のひな形
公益法人会計基準 学校法人会計基準 国立大学法人会計基準
キャッシュ・フロー計算書 資金収支計算書 キャッシュ・フロー計算書
事業活動によるキャッシュ・フロー 収入の部 業務活動によるキャッシュ・フロー
　事業活動収入 　学生生徒等納付金収入 　原材料等の購入支出
　　基本財産運用収入 　　授業料収入 　人件費支出
　　入会金収入 　　入学金収入 　その他の業務支出
　　会費収入 　手数料収入 　運営費交付金収入
　　事業収入 　資産運用収入 　授業料収入
　　補助金収入 　資産売却収入 　附属病院収入
　事業活動支出 　事業収入 　受託研究等収入
　　事業費支出 　雑収入 　・・・
　　管理費支出 　借入金等収入 　　　　小計
　　　事業活動によるキャッシュ・フロー 　前受金収入 　国庫納付の支払額
投資活動によるキャッシュ・フロー 　　授業料前受金収入 投資活動によるキャッシュ・フロー
　投資活動収入 　　入学金前受収入 　・・・
　投資活動支出 　その他の収入 　　　　小計
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　資金収入調整勘定 　利息及び配当金の受領額
財務活動によるキャッシュ・フロー 　　期末未収入金 財務活動によるキャッシュ・フロー
　財務活動収入 　　前期末前受金 　・・・
　財務活動支出 　当年度収入合計 　　　　小計
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　前年度繰越支払資金 　利息の支払額
現金及び現金同等物に係る換算差額 　収入の部合計 資金に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額 支出の部 資金増加額（又は減少額）
現金及び現金同等物の期首残高 　人件費支出 資金期首残高
現金及び現金同等物の期末残高 　教育研究経費支出 資金期末残高
事業活動によるキャッシュ・フ
ロー区分に間接法も認められて
いるが省略する。
　管理経費支出 事業活動によるキャッシュ・フ
ロー区分に間接法は認められてい
ない。資金の範囲は，手許現金及
び要求払預金とされ現金同等物は
含まれない。
　借入金等返済支出
　施設関係支出
　資産運用支出
　その他の支出
　資金支出調整勘定
　　期末未払金
　　前期末前払金
　当年度支出合計
　次年度繰越支払資金
　支出の部合計
─────────────────
32　本稿では直接検討対象としないが，社会福祉法人会計基準の資金収支計算書は独自のものであ
る。資金（支払資金）の範囲は，流動資産と流動負債の差額である運転資本から，固定項目から１
年基準により流動項目に振り替えられたもの，引当金および棚卸資産を除いたものとされる（基準
第２章２，注解（注６）。また，区分も事業活動による収支，施設整備等による収支，およびその
他の活動による収支とされる。
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　学校法人会計基準の資金収支計算書について検討する。学校法人会計基準第
６条によれば，支払資金の範囲は，現金及びいつでも引き出すことができる預
貯金とされる。また，資金収支計算書の目的は，（1）ある会計年度の諸活動に
対応するすべての収入と支出の内容を明らかにすること，および（2）ある会計
年度の支払資金の収入と支出のてん末を明らかにすること，とされる（同基準
第６条）。このうち（2）の目的だけならば，資金収支計算書は，支払資金の増加
（収入）と減少（支出）を計算する書類となり，何ら問題はない。ところが（1）
の「当期の諸活動に対応するすべての収入と支出」の計算を含めることから，
資金収支計算書の理解を難しいものとしている。いま，収入について整理する
と図表13のようになる。
図表13　学校法人会計の収入の内容
上記（1）の収入（発生基準）
④翌期の収益で
当期入金（当期
末前受金）
⑤前期の収益で
当期入金（前期
末未収金）
①当期の収益で
当期入金
②当期の収益で
前期に入金（前
期末前受金）
③当期の収益で
翌期に入金（当
期末未収金）
上記（2）の収入（支払資金の増加総額）
　支払資金の収支計算書であれば，（2）の金額（①＋④＋⑤）が当期の収入と
なる。ところが，（1）の収入を明らかにするため，①（当期の収益で当期支払
資金の受入額）に，②前期の支払資金の受入で当期の消費収入（収益）となる
金額（前期末前受収益），および，③当期の支払資金の受入はないが当期の消
費収入（収益）となる金額（当期末未収収益）を加算する。ここで，②と③は
実際に当期の支払資金の増加を伴わないので，これを実際の支払資金の増減に
修正するために「資金収入調整勘定」において，②と③を控除することになる。
すなわち，「当該会計年度の資金収入のうち前期末前受金及び当期末未収入金
は，収入の部の控除科目として，資金収支計算書の収入の部に記載するものと
する。（下線：引用者）」（基準11条１項） この資金収入調整勘定による修正の
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結果は①の金額となり，当期の支払資金の受入である④と⑤を加算すること
で，支払資金の増加が示されることとなる。
　いま，①当期に帰属する授業料の当期入金額3,200，④次期の授業料の前受
額70，⑤前期末未収入金の当期入金額50，②前期の前受授業料（当期の消費収
入）30，③当期末の未収授業料（当期の消費収入）45とする。
（1）当期の支払資金の収入額 （2）当期の収入額（発生基準）
①当期帰属の授業料の収入 3,200 ①当期帰属の授業料の収入 3,200
④次期授業料の当期前受金収入 70 ②前期の前受授業料 30
⑤前期未収授業料の当期収入 50 ③当期の未収授業料 45
支払資金の収入 3,320 消費収入 3,275
　以上から，資金収支計算書および調整を行わない金額は図表14のようになる。
図表14　収支計算書と資金収入調整を行わない金額
資金収支計算書 調整を行わない
授業料収入（消費収入）
（①3,200＋②30＋③45）
3,275 3,200
次期授業料の当期前受金収入④ 70 　 70
前期未収授業料の当期収入⑤ 50 　 50
資金収入調整勘定
　前期末前受金② △30
　期末未収入金③ △45 △　75
　　支払資金の増加 3,320  3,320
　資金収支計算書の授業料収入（3,275）は発生基準による収益であり，消費
収支計算書に記載される消費収入と同額となる。発生基準の収益に当期の支払
資金の増加額を加算した上で，これを減額して支払資金の増加額を示すのであ
る。このような構造について，「支払資金のみによる素朴な財務運営では，事
業遂行に支障をきたすばかりでなく，現金主義による会計処理では，財務運営
の実態を表現しないため，有用な会計情報が得られないことがありうる。」［谷
田部1983，58頁］とされる。
　ここでは，収支予算（および決算）による資金管理が重要なものとの大前提
がある。しかし，支払資金（現金及びいつでも引き出すことができる預貯金）
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での収支予算（および決算）では範囲が狭すぎることから，消費収支計算書の
発生基準の金額で処理することとなる。それならば旧公益法人会計基準のよう
に，資金の範囲を支払資金に短期の債権債務を含むものとすべきではなかった
のか。先に示した，（1）ある会計年度の諸活動に対応するすべての収入と支出
（これは収支と言っているが実態は発生ベース）の内容を明らかにすること（で
収支予算の管理を行う），および（2）ある会計年度の支払資金（キャッシュ）の
収入と支出のてん末を明らかにすること，という２つの相容れない目的を掲げ
たところに，資金収支計算書の構造的な無理がある。
　現在企業会計で考えられているキャッシュ・フロー計算書の観点からは，資
金収支計算書はあくまで支払資金の増加要因と減少原因を明らかにすればよい
のであって，前期末の前受授業料や当期末の未収授業料を取り込む必要性はな
い。現金主義では財務運営の実態を表現しないために消費収支計算書（発生基
準）が作成されることを考えると，資金収支計算書は支払資金の増減だけを示
すだけで十分である。
　なお，企業会計におけるキャッシュ・フロー計算書の作成方式（直接法）に
よると次のようになる。受取授業料（発生基準）をキャッシュ基準に修正する。
授業料（発生基準） 3,275
未収授業料の減少 5
前受授業料の増加 40
　授業料収入 3,320
　学校法人会計の資金収支計算は，1971（昭和46）年当時のキャッシュ・フロー
計算書と位置づけることができる。この資金収支計算書には，収入の部と支出
の部の区分が設けられているが，これを事業活動による支払資金，投資活動に
よる支払資金および財務活動による支払資金の区分に変えることで，資金の範
囲が若干異なるものの企業会計のキャッシュ・フロー計算書（直接法）とな
る33。
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Ⅳ　非交換取引により取得された固定資産の会計
　非営利法人において多額の資金を要する固定資産の取得については，多くの
場合，民間部門からの寄附金や政府部門からの補助金あるいは交付金にその財
源を求めることとなる。これら寄附金等の受領は，その見返りとしてのサービ
スを提供することがないことから非交換取引となる。非交換取引により固定資
産を取得した場合，固定資産を公正な評価額で資産計上すると貸方の処理が問
題となる。次の３つの処理が考えられる。
　①資本説：資本剰余金
　②利益説：期間収益（固定資産の取得時に全額をその期の収益に計上）
　③利益説： 繰延収益（固定資産の取得時に繰延収益に計上し，固定資産の費
消・処分に応じて期間収益に計上）
　資本剰余金処理では，固定資産の取得財源である寄附金や国庫補助金の受入
を損益取引と考えないので損益計算書には計上せず，貸借対照表の純資産の部
に，直接，資本剰余金として計上する。
　利益説では，受入額を損益計算書に計上することになるが，受入時に全額を
その期の収益とする処理と，いったん繰延収益として処理し固定資産の費消
（減価償却）および処分（売却と除却）にともなって収益に戻し入れる処理と
がある。なお，公益法人会計基準における指定正味財産への計上は，受入額を
─────────────────
33　最近，資金収支計算書を廃止してキャッシュ・フロー計算書に置き換えるべきであるとする提案
がある。「資金収支計算書と消費収支計算書とでは，計上科目及び計上額が多くの部分で同一であ
り，重複感を与えているといった問題点が指摘されている。また，キャッシュ・フロー計算書を新
たに導入した場合，資金収支計算書との類似性が懸念されるところである。そのため，資金収支計
算書を計算書類の体系から除外することで，これらの問題を解消するとともに，それにより失われ
る情報を別途担保することが適当である。」（日本公認会計士協会2009，学校法人委員会研究報告第
13号，Ⅲ－１）
　　なお，『今日の私学財政』では，資金収支計算書を，A教育研究活動のキャッシュ・フロー，B
施設等整備活動のキャッシュ・フロー，および財務活動のキャッシュ・フローの３つの区分に組み
替えたキャッシュ・フロー計算書（案）による数値がが示されている。［日本私立学校振興・共済
事業団2012，14-15頁］
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繰り延べておき固定資産の費消・処分に応じて一般正味財産の部の収益に振り
替える点では繰延収益の処理と同じであるが，企業会計では，一般に，繰延収
益は負債とされるのに対し，指定正味財産の部すなわち純資産項目とされる点
が異なる。
Ⅳ－１　企業会計の処理
　かつて，「企業会計原則」において，資本的支出に充てられた受贈益（例え
ば国庫補助金）は「資本剰余金（表示上はその他の資本剰余金）」とされた。
これに対し，旧商法および法人税法は，利益説をとり，企業会計原則も1974（昭
和49）年の修正において「その他の資本剰余金」を削除した。
　国庫補助金の受入額を収益とすると税法は受入額を益金として課税する。こ
の課税を固定資産の耐用年数にわたって繰り延べるため取得原価を直接圧縮す
る圧縮記帳方式や剰余金の処分による圧縮積立金方式が認められる。
　いま，X１年期首に，公害防止装置の購入にあたり国庫補助金200を現金で
受け取り，直ちに上記装置を200で取得し代金は現金で支払ったものとし，こ
の装置について，残存価額ゼロ，耐用年数４年の定額法による減価償却を行な
うものとする。X１年期首の貸借対照表は現金100，資本金100とし，毎年100
の収益（現金受領）があるものとする。法人税等の実効税率を40％とし，税効
果会計を適用する。
　まず，剰余金の処分による圧縮積立金処理による損益計算書と貸借対照表を
示すと図表15のとおりとなる。
　次に，補助金を受け取ったときに全額をその期の利益に計上せず繰延収益と
しておき，設備の耐用期間にわたり戻し入れる処理による場合は図表16のとお
りとなる。
　国庫補助金に対する剰余金の処分による圧縮積立金処理は，法人税等の納付
額を毎年40と均等化し受領時の一時課税を回避するという目的を達成してい
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図表15　剰余金の処分による圧縮積立金処理
X1年 X2年 X3年 X4年 合　計
損益計算書
　収　　益 100 100 100 100 400
　受取国庫補助金 200 200
　減価償却費 50 50 50 50 200
　税引前当期純利益 250 50 50 50 400
　法人税等 40 40 40 40 160
　法人税等調整額 60 100 -20 20 -20 20 -20 20 0 160
　当期純利益 150 30 30 30 240
貸借対照表
資産の部
　現金預金 160 220 280 340
　設　　備 150 100 50 0
　　資産合計 310 320 330 340
負債の部
　繰延税金負債 60 40 20 0
純資産の部
　資本金 100 100 100 100
　圧縮積立金 90 60 30
　利益剰余金 60 120 180 240
　負債純資産合計 310 320 330 340
図表16　繰延収益処理
X1年 X2年 X3年 X4年 合計
損益計算書
　収　　益 100 100 100 100 400
　受贈益（繰延利益戻入） 50 50 50 50 200
　減価償却費 50 50 50 50 200
　税引前当期純利益 100 100 100 100 400
　法人税等 40 40 40 40 160
　当期純利益 60 60 60 60 240
貸借対照表
　資産の部
　　現金預金 160 220 280 340
　　設　　備 150 100 50 0
　　　資産合計 310 320 330 340
　負債の部
　　繰延利益 150 100 50 0
　純資産の部
　　資本金 100 100 100 100
　　利益剰余金 60 120 180 240
　　　負債純資産合計 310 320 330 340
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る。また，税効果会計の適用により税引前当期純利益と調整後の法人税等の比
率は40％となる。しかし，受贈益はその受領時に全額が計上されるのに対し，
減価償却費は設備の耐用年数にわたり計上されることから，X１年の当期純利
益150に対し，X２～X４年の純利益は30となり，変動（歪み）が生ずること
になる。
　これに対し，繰延収益処理では，法人税等は税引前純利益の40％となり，か
つ，当期純利益は毎年60となり均等化する。損益計算すなわち収益と費用の対
応という観点からは，繰延収益処理が合理的と考えられる。ただし，わが国の
現行の会計基準ではこの繰延収益処理は認められていない。会計理論上，繰延
利益をどう考えるかが問題となるが，負債概念を厳格に定義づけると繰延収益
は負債ではなく資本（純資産）に計上されることになる。これに対し，資本概
念を狭義に考え負債概念を拡大すると繰延収益は負債となる。
Ⅳ－２　公益法人会計基準の処理
　公益法人会計基準では，資本取引を想定していないため，寄附金や補助金等
の受領は収益となる（図表５を参照）。この場合，寄附金等の使途（資本的支
出に充てたか否か）ではなく，寄附金等の提供者の意図によって一般正味財産
の増減または指定正味財産の増減として会計処理が行なわれる。その使途に制
限のない場合には，正味財産増減計算書の一般正味財産の増減の部に計上さ
れ，何らの使途制限のある場合には指定正味財産の増減の部に計上される。
　これら寄附金や補助金等で固定資産を取得した場合，前者（使途制限なし）
では，受領時に全額が収益に計上され，減価償却費は固定資産（償却資産）の
耐用年数にわたり計上される。後者（償却資産取得の使途制限があり）では，
減価償却費（費用）の金額に応じて指定正味財産の増減の部から一般正味財産
の増減の部に収益として振り替えられる。これにより，減価償却費は振替収益
と相殺されることになる。以上から，指定正味財産は一種の繰延収益と考える
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ことができるが，直接貸借対照表に計上することなく，正味財産増減計算書を
通して計上される点が企業会計の繰延収益（直接貸借対照表に計上される）と
異なる。
正味財産増減計算書
一般正味財産増減の部
　受取寄附金（指定正味財産の部からの振替） ＋　×××
　減価償却費 －　×××
指定正味財産増減の部
　一般正味財産の部への振替額 －　×××
Ⅳ－３　学校法人会計基準の処理
　学校法人会計基準では，寄附金について寄付者の意図にかかわらずすべて消
費収支計算書に帰属収入（純資産の増加要因）34として計上され，固定資産の
取得に充てられた金額または取得が予定される金額は，第１号または第２号基
本金に組み入れられる。
　学校法人会計基準では資本剰余金という概念がなく，この第１号基本金は，
資本的支出に充てられた金額について，貸借対照表に直接計上せずいったん消
費収支計算書を通して計上されることから利益（利益積立金）としての性格を
持つものと考えられる。しかし，この基本金は，学校法人がその諸活動の計画
に基づき必要な資産を継続的に保持するために維持すべきものとして，その取
崩しに制限が設けられている。基本金の額だけ取替資金または不特定の資産が
留保されることを想定するものである。
　学校法人会計基準の2005（平成17）年の改正まで，第１号基本金の取崩しは
学校の撤退，学部学科の廃止など学校の規模の縮小がなければ認められなかっ
た。その結果，学部学科の増大に伴って新校舎を建築していった場合，旧校舎
を除却しても規模の縮小に該当しないため基本金は取り崩せなかった。このた
─────────────────
34　帰属収入は，「負債とならない収入」（学校法人会計基準第16条）とされるが，帰属収入には現物
寄附金も含まれることから，その内容は純資産の増加額と考えるべきものと思われる。
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め一部の学校法人で次のような事態が生ずることとなった。［森重2003，23頁］
貸借対照表　
資産の部 3,000 負債の部 1,800
基本金の部 3,600
消費収支差額の部 △2,400
3,000 3,000
　2005（平成17）年の改正において，「経営の合理化により第１号基本金の対
象固定資産を有する必要がなくなった場合」，当該固定資産の価額を取り崩す
ことが可能となった（基準第31条第２号）。企業会計では，増資によって得た
資金で固定資産を取得した場合，企業規模縮小のため固定資産を廃棄したから
といって資本金を減少させることはない。資産と資本の関係は切断されてい
る。学校法人会計の第１号基本金が維持すべき金額とするならば，減価償却累
計額に相当する金額が何らかの資産として留保されるべきであり，対象となっ
た固定資産の状況にかかわらず取崩しはできないと考えるべきであろう。基本
金を超過する翌年度消費支出超過が生ずる事態が意味するところは，維持する
4 4 4 4
ことが困難
4 4 4 4 4
な金額を基本金とすることに起因すると思われる。
　まず，寄附金で固定資産を取得した場合を考える。もともと自己資金での取
得が難しいため寄附金を募ると考えられることから，固定資産の減価償却費を
通常の授業料で回収することは困難と考えられる。当然に基本金は残ったまま
で消費収支差額の部がマイナスとなる。この問題については，固定資産の取得
に充てられる寄附金や補助金の金額を繰延収益とし，減価償却費の計上に応じ
て戻入益を計上するならば，前掲の事態を回避できる。
　次に，自己資金で固定資産を取得した場合の第１号基本金への組入を考えよ
う。企業会計の処理では，政府からの補助金で固定資産を取得した場合に当該
受贈額を資本剰余金とするか否かの議論（今日では利益説が一般的）はあるが，
自己資金で取得した固定資産の金額を資本剰余金とする処理は考えられない。
減価償却費は償却期間の収益によって負担されるだけである（負担しきれない
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場合はそれ以外の期間の利益剰余金で負担される）。学校法人会計における固
定資産の取得に充てた自己資金額の基本金組入は，結果として，消費収支差額
を少なくする（あるいは消費収支差額をマイナスにする）会計処理となる。
　学校法人会計において，償却資産の取得に対し，取得金額を第１号基本金に
組み入れ，かつ減価償却費を計上することは，収益の控除と費用計上の二重計
上であり，授業料納付者の二重負担となるのではないかという問題が提起され
る。企業会計でいえば，売上高から償却資産の取得原価を控除しておいて，そ
の上で減価償却費を計上するようなことになる。この問題に対し次の回答（日
本公認会計士協会「学校法人会計問答集（Q＆A）第16号　基本金に係る実
務上の取扱について」１－６　基本金と減価償却）がある。
　「これを行うのは，学校法人を永続的に維持するため，すなわち，学校法人
に必要不可欠な資産を自己資金で維持することを目的とするためである。…も
し，両者の双方又は一方を行わない場合には，学校法人に必要不可欠な資産の
耐用年数が終わったとき，その取得原価に相当する資金を法人内に確保してお
くことはできないという理由によるものである。」
　非営利法人には企業会計の利益に相当する余剰があっても，課税されず（収
益事業を除く）また分配もできない。したがって，両者の双方又は一方を行わ
ない場合でも，耐用年数の終了時にその取得原価に相当する資金を法人内に確
保することはできる。減価償却を行わないというのは現実的ではないので，減
価償却を行うが基本金組入を行わない場合を考える。
　いま，X１年度の期首貸借対照表を次のとおりとする。
貸借対照表　
土　　地 1,000 第１号基本金 1,000
　X１年期首に寄付金2,000により償却資産2,000（残存価額ゼロ，耐用年数５年，
定額法）を取得したものとする。20年間の各年度の帰属収入を200，減価償却
費以外の費用（消費支出）を100とし，他の取引はないものとする。X20年度
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末の貸借対照表は次のとおりとなる。
　ここで，確認すべき点は，新校舎の取得金額を基本金に組み入れなくとも減
価償却費に相当する金額の資金を留保すれば更新資金は確保できるということ
である。
　また，二重負担に対する疑問については，学校法人の永続的維持のために必
要不可欠な固定資産の取得を，資本取引とすると，「学校法人の収支取引に負
担を与えているのは，減価償却額だけで，基本金組入れは単に帰属収入から資
本取引を抜き出しているにすぎない」（［中央青山監査法人2006，155-156頁］，
ただし資本取引とすることに議論の余地はあるとしている。）とする考え方が
ある。この見解を敷衍すると次のようになろう。
　企業会計では新株発行による資金で固定資産を取得する場合，次の処理とな
る35。
　　（借）現金預金　　　　　　　　×××　（貸）資本金　　×××
　　（借）固定資産　　　　　　　　×××　（貸）現金預金　×××
　これに対し，学校法人会計の場合，基本金の源泉である帰属収入のうち，ど
こまでが基本金に組み入れられるかが，帰属収入の獲得時点では未定であり，
固定資産の取得時に取得金額を基本金に組み入れることになる。
　　（借）現金預金　　　　　　　　×××　（貸）帰属収入　×××
・基本金組入を行う処理
貸借対照表　　　　
現金預金 2,000 第１号基本金 3,000
土　　地 1,000 繰越消費収支差額 0
3,000 3,000
・基本金組入を行わない処理
貸借対照表　　　　
現金預金 2,000 第１号基本金 1,000
土　　地 1,000 繰越消費収支差額 2,000
3,000 3,000
─────────────────
35　この場合，固定資産の取得と資本金とに間接的ながら関係があるように考えることは可能であ
る。しかし，固定資産を購入したことにより，利益剰余金を資本金に振り替える処理は想定されず，
固定資産の取得と増資による資金調達（資本取引）は全く別の取引とされる。
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　　（借）固定資産　　　　　　　　×××　（貸）現金預金　×××
　　（借）基本金組入（帰属収入）　×××　（貸）基本金　　×××
　通常の受取授業料は交換取引による帰属収入（収益）であり，これを使った
固定資産の取得を資本取引とすることには無理がある。
　これに対し，寄附金や補助金等により取得した固定資産について，当該金額
を資本剰余金とする処理については，すでに企業会計で否定されていることを
述べた。受贈額を全額その期の収益に計上すれば，その後の減価償却費によっ
て相殺されるが，繰延収益とすれば減価償却費と対応して収益に計上される。
いずれにしても，受贈額を利益とし，それによる取得物を消費したら費用とす
ることで全体でいえば損益ゼロとなる。
　所有主の出資という資本取引を想定できないとすれば，基本金組入と減価償
却は，二重負担ということになろう。寄付による固定資産の取得の場合も，受
贈益を収益に計上すれば負担しなくてもよいはずなのに，基本金組入とするこ
とで償却費を負担をすることになる36。
─────────────────
36　固定資産の取得に伴う基本金組入をどう考えるか。これは一種の利益処分であり，基本金は，企
業会計における取崩に制約のある利益準備金または目的積立金のような利益剰余金と考えると，消
費収支計算書は，損益計算書に利益の処分を含んだ特殊な計算書というのが筆者の理解である。
　　この点について，［醍醐1981，9頁］は，公企業において利益剰余金の資本組入による造成資本
4 4 4 4
と
いう独自の資本項目の考え方があり，学校法人会計には，「維持すべき資本に相当する基本金概念
と公企業での造成資本会計に相当する造成基本金会計
4 4 4 4 4 4 4
が導入されている」とする。また，帰属収入
から基本金組入額を控除した消費収入は資金ベースの金額であるのに対し，消費支出は減価償却費
等を含む発生主義の金額であることから，「消費収支が通説的な理解のように文字通りの損益計算
に相当するものではなく，そのなかに損益計算的要素と資金計算的要素が混在している」とする。
［同，123頁］
　　また，「企業会計の用語で言えば，設備拡大のためのコスト
4 4 4
をも損益計算に計上し，利益計算に
利益利用を組み込んでいることになる。これが現行の消費収支計算書の意味を不明確なものにして
いる。」との見解がある。［和田2010，145頁］ なお，同論文では企業会計において拡大・成長のコ
ストを「成長維持費用」として損益計算に組み込むゾンマーフェルトの理論に言及されている。こ
れについては，［田中1970，158-160頁］を参照のこと。
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Ⅳ－４　国立大学法人会計基準の処理
　固定資産の取得に伴う貸方の処理について検討
する前に，国立大学法人の貸借対照表の負債の部
（流動負債を除く）と純資産の部の区分を示すと
右のようになる。ここで留意すべき項目は，「資
産見返負債」と「損益外減価償却累計額」である。
　資産見返負債については，どのような場合に計
上されるかが示されている（国立大学法人会計基
準第15（1））が，その概念に関する説明はない。
これは，企業会計の繰延収益と理解することがで
き，固定資産（償却資産）の取得時に取得金額を資産見返負債に計上しておき，
減価償却に応じて資産見返負債戻入益として損益計算書に計上することにな
る。
　損益外減価償却累計額であるが，前提となるのは，国からの施設費等により
取得した固定資産（償却資産）が，国立大学法人の財産的基礎を構成すると判
定された場合，貸方科目を資本剰余金とする処理である。この固定資産の減価
償却について次の処理が行われる。
　　（借）損益外減価償却累計額　×××　（貸）減価償却累計額　×××
　貸方の減価償却累計額は，資産に対する控除項目（評価勘定）となるが，借
方の金額は資本剰余金（貸方）に対する控除項目となる。次の貸借対照表を想
定する。
貸借対照表
固定資産 1,000 資本剰余金 1,000
　減価償却累計額 600 400 　損益外減価償却累計額 △ 600
　固定資産の簿価（400）は，資本剰余金から損益外減価償却累計額を控除し
た金額（400）と一致する。この損益外減価償却累計額について，国立大学法
負債の部
固定負債
　資産見返負債
　　資産見返運営費交付金等
　　資産見返寄附金
純資産の部
資本金
　政府出資金
資本剰余金
　　△損益外減価償却累計額
利益剰余金
　前中期目標期間繰越積立金
　積立金
　当期未処分利益
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人会計基準注解〈注62〉は次のように説明する。
　国立大学法人等は業務運営の財源を運営費交付金に依存することになるが，
国有財産の現物出資による資産や施設費の交付により取得した資産の減価部分
は，通常は運営費交付金の算定対象とはならず，また，運営費交付金に基づく
収益以外の収益によって充当されることも必ずしも予定されていない。更に資
産の更新に当たっては，出資者たる国により改めて必要な措置が講じられるこ
とになるものと想定される。このような場合においては，減価償却に相当する
額は，むしろ実質的には財産的基礎の減少と考えられるべきであることから，
損益計算上の費用には計上せず，国立大学法人等の資本剰余金を直接減額する
ことによって処理する。
　企業会計の考え方では，資本（資本金・資本剰余金）の金額はなんらかの形
で資産として確保される金額である。償却資産の簿価が減少しても減価償却累
計額に相当する資産（現金とは限らない）が保有されることで資本は毀損しな
い。国立大学法人会計では，財産的基礎
4 4 4 4 4
を資本
4 4
としながら，財産そのものの減
価は費用ではなく資本の減少とする。資産の減少に伴って減少する純資産項目
は資本とは考えられない。それは資本剰余金ではなく利益（繰延収益）と考え
るべきであろう。
　前述したように，国立大学法人会計基準では，資本取引による資本（資本金
および資本剰余金）という概念が用いられる。資本金は，「国立大学法人等に
対する出資を財源とする払込資本に相当する。」（基準第19）とされる。国立大
学法人には資本主（厳密には，利益の分配を受け取るという意味の資本主）が
いない（本稿Ⅰ－４を参照）としていることから，出資，資本金といった概念
が成立するのか疑問である。また，営利企業を前提として用いられている資本
金という用語を非営利法人に用いることも誤解を生むように思われる。
　次に，資本剰余金であるが，国立大学法人会計基準注解〈注11〉によれば，
取得した固定資産が財産的基礎を構成すると認められた場合，取得額が資本剰
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余金とされる。財産的基礎を構成するか否かの規準は，「取得原資拠出者の意
図や取得資産の内容を勘案」（基準注解〈注11〉）することとされる。なお，財
産的基礎を構成しないと判定されたものは，負債（資産見返負債）となる。さ
らに，自己収入で固定資産を取得した場合には貸方側の処理は不要となる。こ
の判定規準は非常に複雑となるが，図表16に示す整理が行われている。
　この図表17に基づきながら，以下７つのパターンに分けて検討する。
　⑴　国の出資による固定資産の取得
　国からの出資によって固定資産を取得した場合，貸方は資本金となる。
貸借対照表
固定資産 1,000 資　本　金 1,000
　取得資産が償却資産の場合，減価償却額は損益外減価償却累計額として資本
金の減少項目として処理するものと考えられるが，そうせずに資本剰余金の減
図表17　固定資産取得の財源と貸方科目
取　得　財　源
貸　方　科　目
非償却資産の場合 償却資産の場合
政府出資（現物出資も含む） 資本金 資本金
施設費 資本剰余金
資本剰余金（基準第84適用の
場合）
目的積立金 資本剰余金 資本剰余金
運営費交付金及び授業料
資本剰余金（中期計画の想定
の範囲内）
資産見返
補助金等 資本剰余金 資産見返
国からの譲与 資本剰余金 資産見返
使途特定寄附金
資本剰余金（中期計画の想定
の範囲内）
資産見返
使途不特定寄附金 受入時に収益（受贈益）に計上
使途特定寄附財産 資本剰余金 資産見返
使途不特定寄附財産 受入時に収益（受贈益）に計上
自己収入 受入時に収益計上
（文部科学省　日本公認会計士協会『「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」
に関する実務指針』19-1A5）
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少として処理される。このため，他に資本剰余金がない場合，資本剰余金がマ
イナスとなることも考えられる。なお，国から現物出資を受けた土地を売却し
た場合対応する資本金を減額する。
　⑵　施設費による固定資産の取得
　施設費は国立大学法人の固定資産の取得に充てられるもので，この固定資産
の更新財源は国が施設費として措置することとなっている。このため，施設費
は国立大学法人の運営責任の範囲外とされ，減価償却については損益外減価償
却累計額として資本剰余金の減額となる。なお，施設費による固定資産が償却
資産の場合，会計基準「第84　特定の償却資産の減価に係る会計処理」の適用
がある。
　国立大学法人会計基準第84によれば，「国立大学法人等が保有する償却資産
のうち，その減価に対応すべき収益の獲得が予定されない
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ものとして特定され
た資産については，当該資産の減価償却相当額は，損益計算上の費用には計上
せず，資本剰余金を減額することとする。」施設費によって取得された国立大
学の校舎について，収益の獲得が予定されているか否かどう判断するのであろ
うか。少なくとも，授業料は収益であり校舎の取得金額の一部について収益が
獲得されると考えられる。したがって，収益の獲得が予定されるか否かではな
く，収益によって取得金額を回収
4 4
する必要が有るか否かが実質的な判定基準と
なると思われる。施設費により取得された固定資産の更新は国により措置され
る（収益による回収を予定する必要がない）ことからその減価償却は損益外減
価償却累計額とされる。まとめると次のようになる。
　　非償却資産 資本剰余金
　　
償却資産
　　収益の獲得が予定されないもの　資本剰余金
　　　　　　 収益の獲得が予定されるもの　　繰延収益（資産見合負債）
　⑶　目的積立金による固定資産の取得
　目的積立金（本稿Ⅲ－２（4）を参照）によって固定資産を取得した場合の処
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理である。「剰余金の使途」に沿って固定資産を取得した場合，その取得に要
した額を取り崩して資本剰余金に振り替えなければならない（基準第92）。仕
訳は次のようになる。
　　（借）固定資産　　×××　（貸）現金預金　　×××
　　（借）目的積立金　×××　（貸）資本剰余金　×××
　これは，利益の資本への振替にほかならない。明らかに資本取引と損益取引
の区分の原則に違反するものと考えられる。この処理の意味は，取得した固定
資産（償却資産）の減価償却費を損益に計上すると純利益が減少することから，
損益外減価償却累計額として処理することが必要となる。そのためには貸方に
資本剰余金がなければならないということであろう。
　しかし，中期計画であらかじめ定められた「剰余金の使途」に沿って償却資
産を取得した場合，次の処理を行えば資本剰余金に振り替える必要はなく，ま
た純利益は減少するが，当期総利益は減少しない37（ただし，この取崩額を当
期純利益に加算して当期総利益
4 4 4 4 4
を算定することには根本的な問題がある。）。
　　（借）減価償却費　×××　（貸）減価償却累計額　　×××
　　（借）○○積立金　×××　（貸）○○積立金取崩額　×××
　⑷　運営費交付金および授業料による固定資産の取得
　運営費交付金は非交換取引によるが，授業料は受け取った金額に対しサービ
スを提供する義務のある交換取引によるもので，両者は基本的に経常的な費用
の財源となる。これらの金額で固定資産を取得した場合，使途が非償却資産（土
地）で中期計画の想定の範囲内の場合は資本剰余金，償却資産の場合は資産見
返負債とされる。ここで，中期計画は主務大臣の認可を要するということから
国の意志が反映されている度合いが高いと考えられ，中期計画の想定の範囲内
─────────────────
37　この処理は，中期計画であらかじめ定めた「剰余金の使途」に沿った費用が発生した場合の処理
（本稿Ⅲ－２（4））と首尾一貫したものとなる。
　　　（借）○○費用　　　×××　（貸）現金預金　　　　　×××
　　　　　○○積立金　　×××　（貸）○○積立金取崩額　×××
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の非償却資産は財産的基礎を構成するものとして資本剰余金となる［新日本有
限責任監査法人2011，311頁］，との説明がある。財源による区分ならば，施設
費による取得は資本剰余金，運営費交付金および授業料による取得は資産見合
負債（繰延収益）となるはずが，後者については，さらに中期計画とか非償却
資産とかの判定規準が適用される。
　⑸　補助金等および国からの譲与による固定資産の取得
　補助金は国または地方公共団体が国立大学法人の特定の業務に対して交付さ
れる。また，譲与はによる固定資産は科学研究費補助金等によって取得された
固定資産が一例とされる。これらの場合，使途が非償却資産の場合は資本剰余
金，償却資産の場合は資産見返負債とされる。償却資産については，何らかの
収益の獲得が予定されることを前提としていることになると考えられるが，そ
のような判断でよいのか問題である。
　⑹　使途特定の金銭と現物の寄附
　民間からの使途特定寄附については，金銭を受け取り非償却資産（土地）を
取得した場合には資本剰余金（ただし，中期計画の想定の範囲内），償却資産
を取得した場合は資産見返負債とされる。また，現物（財産）を受け取った場
合，非償却資産（土地）は資本剰余金で償却資産は資産見返負債とされる。こ
こでも，非償却資産について資産見返負債とすることは当該費償却資産が収益
の稼得を予定されているものと単純化されている。
　⑺　自己収入による固定資産の取得
　この自己収入とは，附属病院の診療報酬などが想定されている。このため，
診療行為に係る固定資産を取得した場合，その財源（資本剰余金または資産見
返負債）に関する処理は不要となる。企業会計における自己資金による固定資
産の取得と同じ処理となる。
　国立大学法人会計基準は，学校法人会計基準と異なり，資本について維持す
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べきものと考えていない。したがって，償却資産の取得についてその貸方を資
本剰余金としても，減価償却（損益外減価償却累計額）によって資本剰余金を
減額することに抵抗感はないようである。企業会計上は，資本とすれば当該金
額がなんらかの形で資産（未償却残高＋減価償却累計額に相当する金銭等）と
して確保されるものと考え，減価償却によって資本を取り崩すということは考
えられない。
　取得の際に貸方を資本剰余金とした償却資産について，資本剰余金をそのま
まとして減価償却費を損益計算に計上すると当該金額が純損失の要因とな
る38。これを避けるための処理が「損益外減価償却累計額」である。この純損
失を避けたいというのであれば，取得時に資本剰余金とせず繰延収益（資産見
返負債）とすればよい。
　　（借）固定資産     ××× （貸）繰延収益（資産見返負債資） ×××
　　（借）減価償却費    ××× （貸）減価償却累計額      ×××
　　（借）繰延収益（資産見返負債） ××× （貸）繰延収益（資産見返負債）戻入益 ×××
─────────────────
38　2007年10月12日の日本経済新聞の朝刊１面のトップに，「独立行政法人　隠れ損失6000億円」と
いう記事が掲載された。これは，独立行政法人が減価償却を特例処理（損益外減価償却累計額）し
ており，この金額を減価償却費として損益計算書に計上すると累計6000億円の損失が増えるという
ものである。この点について総務省は，「独法は収益を上げることを前提としていないため，減価
償却すれば大半が赤字になる。経営者の能力をみるうえで適当でないと判断した」（行政管理局）
としている（同記事）。
　　資本剰余金は「資本」であり減額できないする考え方に立てば，減価償却費分は隠れ損失となり，
日本経済新聞の主張は正しい。減価償却費を計上すると赤字になるため，これを避けるため独立行
政法人会計基準（および国立大学法人会計基準）は減価償却額を損益外減価償却累計額として資本
剰余金のマイナス項目とする。資本剰余金を減価償却に応じて減額するのであれば，それは「資本」
といえない。これについて，資本剰余金としなくとも繰延収益として処理し，減価償却に応じて収
益（戻入益）とすれば，減価償却費を計上しても赤字にならない。資本剰余金としても減価償却に
より減額するのであれば，繰延収益として純資産に計上し減価償却費と相殺しても，純資産に関す
る影響は同じとなる。
　　日本経済新聞の記事は繰延収益処理を想定していない点で不十分であるが，独立行政法人会計基
準（および国立大学法人会計基準）の損益外減価償却累計額はジャーゴン（意味不明の用語）であ
り，このような資本と利益に関する考え方には，本質的な疑問を抱かざるをえない。
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　資本剰余金処理の理由は，①国立大学法人の管理責任外（中期計画の想定の
範囲内）であること，②収益の獲得が予定されていないこと，および③更新資
金は国から措置される，といったものであるが，これらは基本的に減価償却費
を損益計算から除外したいという考え方に基づいている。しかし，資本剰余金
とせず繰延収益39としておけば，減価償却費を損益計算から除外する必要はな
くなる。
　国立大学法人会計基準（および独立行政法人会計基準）は，最初に，損益を
均衡させるという特定の損益計算の観点から，そこに含まれない純資産増減取
引を資本取引と考えているように思われる。その結果，資本取引とされる判定
規準は，財源によるのか，使途によるのか，中期計画の想定によるのか，収益
の獲得が予定されるか否かによるのか，といった首尾一貫性を欠くものとなっ
ており理論的な説明となっていない。もともと，損益を均衡させるという観点
が，実態開示（表現の忠実性）といった基本思考から認めがたいものとすれば，
この損益均衡を論拠とする資本剰余金処理は重大な欠陥といえよう。
結び
　非営利会計は，法人形態ごとに異なる会計基準が適用され統一的な観点から
の視点が欠けている。このため，同じ教育事業を行っている非営利法人でもそ
の法人形態（学校法人，国立大学法人）によって異なる非営利会計会計基準が
適用され，教育事業を行う株式会社には企業会計基準が適用される。同種の事
業に対し異なる会計情報が提供されることにより会計情報の理解可能性や比較
可能性が損なわれ，利用者に会計情報そのものに対する不信感を抱かせること
になる。さらに，本稿で指摘したように各非営利会計基準はそれぞれ種々の問
題を抱えている。このような全体と個別という二重の問題を抱え非営利会計の
─────────────────
39　国立大学法人会計基準の（案）の段階で，［西土2003，46頁］は繰延収益処理を提示してる。
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状況は混迷しているといって過言ではない。このような状況を解決するための
課題を考えてみよう。
　非営利法人の会計基準を統一すべきとする考え方は，暗黙裏に了解されてい
ると思われる。統合的な非営利会計基準を設定するための民間の独立した会計
基準設定機関が必要とされる。民間の自発的な努力によるNPO法人会計基準
の策定は，官の権威に頼らずとも会計基準を設定できるという実例として極め
て注目すべき活動といえる。なお，企業会計基準委員会（ASBJ）は，企業会
計基準の設定を行うものとされ非営利会計基準はその任務外とされる40。
　非営利会計を考えるとき，その会計情報の提供目的は主務官庁向けから広く
国民一般向けとすべきであろう。主務官庁向けの理由は，主務官庁から指導監
督を受けることおよび補助金等の資金が主務官庁から交付されることによるも
のと考えられる。補助金等の財源が税金とすれば，本来，会計情報は国民一般
（とりわけ納税者）を第一義とすべきものである。といって，一般国民の非営
利法人の会計情報に対する関心は希薄である。そこで国からの補助金を大幅に
減らし，納税者がその税金の一部を直接非営利法人に寄附するといった選択納
税制による所得配分に関する社会制度の改革を検討すべきであろう。これによ
り，補助金とセットとされる天下りは抑制され，国民一般の非営利法人の会計
情報に対する関心が格段に高まると考えられる。
　会計情報の提供という場合，非営利会計の財務諸表の統一は重要な課題とな
る。貸借対照表だけは同じ名称で使われているが，その区分は各会計基準によ
り異なっている。純資産の増減フロー計算については，正味財産増減計算書，
消費収支計算書，損益計算書といった名称が使われており，その内容について
─────────────────
40　財務会計基準機構（公益財団法人）の定款第52条によると，企業会計基準「委員会は，専門的見
地から，一般に公正妥当と認められる企業会計の基準及びその実務上の取扱いに関する指針の開発
を行う。」としている。しかし，同第３条（財務会計基準機構の目的）では，「一般に公正妥当と認
められる会計基準の調査研究・開発，国際的な会計基準の開発」が謳われており，財務会計基準機
構の傘下に非営利会計基準委員会を設置することは何ら問題はない。
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も異なったものである。また，資金のフローを示す計算書も，キャッシュ・フ
ロー計算書，資金収支計算書といった名称が用いられ，内容の区分も異なって
いる。このような多様性は，いったいどれが本当の財務諸表なのかといった本
質的な疑問を生じさせることとなる。
　非営利法人会計において，企業会計において検討されているような概念フ
レームワークの研究が不可欠のものと考えられる。といって，ゼロからスター
トする必要はなく，大部分は企業会計のものを使うことになると思われる。営
利企業の会計と非営利法人の会計の決定的な違いは何かと考えると，それは資
本概念と考えられる。非営利法人には，資本主（株主）が存在しない。企業会
計の資本取引は，株主とのその持分に関する直接取引とされる。非営利法人に
は株式会社のような株主の存在がないとすると，非営利法人に資本取引という
考え方が成立するのか否か。この点について，資本的支出をもって資本取引と
する考え方は，資本主との取引とは無関係のもので，今日の企業会計では受け
入れられていない。
　企業会計の資本と利益という区分に対し，寄附金や補助金等について，その
使途に何らかの拘束が有るか否かによる区分（拘束純資産と無拘束純資産）が
考えられよう。すなわち，使途目的が明示された寄付（法人が存続する限り保
有することを条件に寄贈された土地，元本を維持すべきものとして寄贈された
奨学基金，国際交流基金等）は拘束純資産の区分とするものである。
　本稿では，異なる非営利会計基準について，いくつかのテーマを横断的に検
討し論点（問題点）を明らかにした。これらの論点の整理を受け継いでなんら
かの考え方あるいは方向を打ち出す必要がある。それは次の機会としたい。
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